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序　　　　　文

　国際協力事業団は、ケニア共和国関係機関との討議議事録（R／D）等に基づき、ケニア共和

国中等理数科教育強化計画を 1998 年７月１日から５年間の計画で実施しております。

　今次終了時評価調査は、プロジェクト終了時まで約８か月となった段階で、これまでに実施し

た協力について、活動実績の確認や目標達成度の評価を行い、協力予定期間終了後の対応方針に

ついて協議することを目的として、2002年10月13日から26日まで、広島大学 教育開発 国際協

力研究センター長 石井 眞治教授を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。

　本報告書は、同調査団による評価結果等を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実

施にあたり、広く活用されることを願うものです。

　終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表

します。

　平成 14 年 11 月

国際協力事業団
理事　泉　堅二郎
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評価調査結果要約表

Ⅰ．案件の概要

国　名：ケニア共和国 案件名：中等理数科教育強化計画

（Strengthening of Mathematics And Science in Secondary

 Education：SMASSE）

分　野：人的資源開発（中等教育） 援助形態：技術協力プロジェクト

社会開発協力部
協力金額（評価時点）：約８億6,000万円

担当部署
社会開発協力第二科

先方関係機関：教育科学技術省（MOEST）、ケニア理

　　　　　　　科教ケニア理科教員養成大学（KSTC）

（R／D）：1998年７月１日～ 日本側協力機関：文部科学省、広島大学

　　　　　2003年６月30日 他の関連協力：青年海外協力隊（ JOCV）グループ派

協力期間 （延 長）： 　　　　　　　遣（キシイ、マクエニ）

（F／U）：

（E／N）：

１．協力の背景と概要

　ケニア共和国（以下、［ケニア］と記す）では、国の工業化を推進して持続的な発展を遂げるた

め、第７次及び第８次国家開発計画等で中等教育における理数科教育の重要性を掲げている。我

が国のケニア国別援助実施指針においても、中等理数科教育の強化を援助の重点分野としており、

国際協力事業団（Japan International Cooperation Agency：JICA）は同分野での支援の可能性を検討

するために、1995年及び1996年の２度にわたりプロジェクト形成調査を実施した。

　これらの調査結果を受けて、ケニア政府は中等理数科教育支援のプロジェクト方式技術協力を

要請した。この要請に基づき、我が国は事前調査団（1997年）、実施協議調査団（1998年２月）を

派遣し、プロジェクト計画についての協議を行ったうえで討議議事録（Record of Discussions：

R／D）署名交換を行った（1998年２月27日）。

　本プロジェクトは、パイロットディストリクト（９ディストリクト）において現職教員研修（In-

Service Training for Teachers：INSET）を通じて、中等教育レベルの理数科教育の質を向上させる

ことを目的として、1998年７月１日から５年間の予定で協力を開始したものである。

２．協力内容

（1）上位目標

　理数科科目についてケニア青少年の能力が向上する。

（2）プロジェクト目標

　パイロットディストリクトにおいてINSETにより中等教育レベルの理数科教育が強化される。

（3）成　果

①　KSTCにおいてパイロットディストリクトの理数科分野でのキートレーナー（指導的教

員）のための養成研修システムが確立される。

②　パイロットディストリクトにおいてINSETシステムが確立される。

③　リソースセンターとしてのKSTC、及びディストリクトセンターの役割が強化される。



　
Ⅱ．評価調査団員の概要

１．評価結果の要約

（1）妥当性（Relevance）

　　本プロジェクトがめざす、理数科教師に対する INSETを通じた理数科教育の質の向上は、

ケニアの国家政策、及び社会的なニーズ並びに日本の政府開発援助（Official Development

Assistance：ODA）政策に沿ったものであり、プロジェクトの妥当性は高い。

（2）有効性（Effectiveness）

　　本プロジェクトの実施により、パイロットディストリクトにおける中等教育レベルの理数

科教育の質的強化という、期待された効果が得られた。教育の質的強化を達成するために、本

プロジェクトが採用した教員の教授法改善をめざしたINSETの実施、及びそのシステム化と

いうアプローチが有効であったといえる。

（3）効率性（Efficiency）

　　日本・ケニア側双方の投入の活用度、及びローカルリソースの積極的活用という観点で、本

プロジェクトの効率性は高いと判断できる。

　　INSETシステムの運営方法に関しても、プロジェクト途中でカスケードシステムを再編し

たことにより、システムの効率性が向上した。

（4）インパクト（Impact）

　　プロジェクトの正のインパクトは、教授法の改善という現職教員の態度の変化、及び生徒

が授業に向かう態度の変化という形で確認することができ、INSETの効果がパイロットディ

調査者

調査期間

担当分野 氏　　名 所　　属

団長・総括 石井　眞治 広島大学 教育開発国際協力研究センター長、教授

理数科教育 池田　秀雄 広島大学 大学院 教育学研究科 教授

評価計画 菅原　美奈子 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第二課

職員

評価分析 西村　邦雄 CRC海外協力株式会社 コンサルタント・グループ

2002年 10月 13日 ～ 26日 評価種類：終了時評価

（4）投入（評価時点）

　日本側

　　長期専門家　７分野 12名　　機材供与(車両、理科機材等） 計１億2,200万円

　　短期専門家　７分野 33名　　現地業務費 　         計１億3,800万円

　　カウンターパート研修 35名（本邦研修30名、長期研修３名、第三国個別研修２名）
合計　約８億6,000万円

　ケニア側

　　カウンターパート配置 31名　　ローカルコスト負担　計5,800万ケニアシリング

　　その他要員配置 ９名

　　土地・施設の提供　MOEST・KSTC施設、用地の提供、ディストリクトINSETセンター施設　等

Ⅲ．評価結果の概要



ストリクトの中等学校において、授業の変革という形で確実に現れてきている。また、プロ

ジェクトのインパクトは、ケニア国内のみならずアフリカ地域周辺国にも波及しており、本

プロジェクトがめざす、授業改革アプローチに関心をもつ13か国によるゆるやかなネット

ワークが構築された。

　　なおプロジェクト実施による負のインパクトは特に確認されなかった。

（5）自立発展性（Sustainability）

　　本プロジェクトは、ケニア国家政策上の位置づけ、財政面、組織制度面、ASEI〔活動、生

徒、実験、工夫（Activity, Student, Experiment, Improvisation）〕というスローガンのアプロー

チの適用度などから判断して、自立発展性は非常に高いと判断できる。

２．効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

　　プロジェクト形成過程の調査に専門家・国内委員が継続してかかわり、計画から実施まで

の一貫性が保てただけでなく、初期の段階からケニア側との信頼関係を構築できたことがプ

ロジェクトの成功に貢献した。

　　プロジェクト活動のなかにモニタリング・評価（M&E）活動を組み込むことによって、プ

ロジェクト内部で活動をチェックし、短期間でフィードバック・改善できる仕組みが構築で

きた。この仕組みによって活動の質を一定に保つことが容易になったと考えられる。

　　責任主体となるMOESTの関与をプロジェクト開始時点から担保していたために、プロジェ

クトが開始したINSETを教育制度としてシステム化する方向につなげられたものと考えられ

る。

（2）実施プロセスに関すること

　　ケニア側のオーナーシップによるプロジェクト運営が可能となるように、日本人専門家が

ケニア側カウンターパートをサポートするという姿勢を徹底した。また、研修や出張の機会

を活用して、カウンターパートのモチベーションを向上・維持させるよう配慮した。

　　ローカルリソースを効果的に活用し、プロジェクトの「運営・管理」「財政」「実施者」の

３要素（SMASSEトライアングル）をバランスよく強化する取り組みを行ったことによって、

プロジェクトの自立発展性を確立させることにも成功した。

　　中央から学校現場までプロジェクトにかかわる全員が、金銭的なインセンティブによらず、

プロジェクト活動によって得られる自信や精神的満足感、自分たちの国のために貢献している

という自尊心に基づいて活動を行うことが、プロジェクトの効果発現に大きく貢献している。

３．問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

　　特に確認されなかった。

（2）実施プロセスに関すること

　　ディストリクトトレーナーのキャパシティビルディングが十分ではないという結果が出



たが、これは評価ツールの精度がまだ完全ではないという要因に加えて、現職教員の兼務

であるディストリクトトレーナーが高い質を保つことにはおのずと限界があると考えられ

る。

４．結　論

（1）本プロジェクトは、アフリカにおいて日本が実施した初の教育プロジェクトであるが、

INSETのシステム構築、及び理数科教育の質的向上（特に授業法の改善）という成果を達成

したという点のみならず、プロジェクト運営方法に関しても独自のアプローチを用いたとい

う点においても、他のモデルとなり得る成功プロジェクトである。

（2）特に、アフリカにおいて常に課題となる援助の自立発展性に関して、ケニア側のオーナー

シップを尊重し、自助努力の精神を具体化した「受益者負担の原則」を導入など、独自の取

り組みを行い、プロジェクトの自立発展性を確立させたことは特筆に値する。

５．提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）プロジェクト終了までに対処すべき事項

①　ディストリクトトレーナーの教科内容、及び教育方法、管理運営能力の双方における資

質向上のために、ナショナルトレーナーによる更なる指導、フォローが必要である。

②　ケニア政府は、ディストリクトトレーナーに対して、動機づけ及び資質保証のために、そ

の資質や技能を証明する公的な資質証明書を授与することが望ましい。

③　M&Eタスクチームは、M&Eツールの妥当性、及び信頼性を検証しM&Eシステムを改善

する必要がある。

④　ケニア政府は、プロジェクトに対する予算を的確、適時に執行する必要がある。

⑤　ケニア政府は、ナショナルトレーナーポストの空席を速やかに充足する必要がある。

⑥　ナショナルINSETユニットは、継続してASEI/PDSI（Plan, Do, See, Improve／計画、実

施、評価、改善）による授業を継続して、すべての教師に理解させるよう研修を継続する

必要がある。

⑦　アフリカ地域周辺諸国を対象とした地域内ネットワークは、技術協力の枠組みのなかで

支援する必要がある。

（2）プロジェクトの将来計画に対する提言

①　評価の結果、INSETによって教師の教授方法は改善され、教室での生徒の学習形態にも

改善が見受けられた。プロジェクト活動は、生徒の理数科能力向上に影響を与える途上に

あるといえるが、プロジェクト対象地域は、全70ディストリクトのうち９ディストリクト

のみであり、最終目標であるケニア全国の生徒の理数科能力向上にはまだ至っていない。

したがって、本プロジェクトで構築したINSETシステムを全国展開し、活動を継続する必

要があるとの結論に至った。

②　今後のプロジェクト展開には、ケニア側の自助努力を最大限考慮する必要があり、ケニ

ア政府は要員の確保、予算の増額、施設の提供等の措置を講じることが求められる。



６．教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄）

（1）カスケードシステムについて

　　INSETのための仕組みとして導入したカスケードシステムは、ディストリクトによって教

員数、学校数、研修運営能力、地理的条件等の差違から、その運営効率や効果にばらつきが

みられた。同様のプロジェクトにおいて、カスケードシステムを適用していく場合には、そ

れぞれの条件を考慮し、柔軟にモデルを改善する必要がある。

（2）プロジェクトの自立発展性について

　　プロジェクトの自立発展性を確立させるためには、日本の援助の基本姿勢である自助努力

支援を真に検討し、実行することが必要である。オーナーシップ、パートナーシップを尊重

した本プロジェクトでの様々な取り組みは、技術協力を行ううえで大いに参考となるもので

ある。

（3）専門家の資質

中等教育分野のプロジェクトに派遣される専門家は、専門的資質に加えて、中等教育におけ

る経験、言語能力を含むコミュニケーション能力、柔軟な人格等、多方面の資質を考慮する

必要がある。

（4）JOCVとプロジェクトの連携

JOCVとプロジェクト活動の連携に関しては、隊員に対する事前説明や隊員に求められる資

質等、課題は多いが、連携を進めることは大いに意義がある。

（5）M&Eの強化と専門家の育成

プロジェクトを円滑かつ効果的に実施するためには、プロジェクト活動のなかに組み込まれ

た内部的なM&Eの役割が非常に大きい。プロジェクト活動に応じたM&Eの指標、及び方法

の開発、評価者の資質向上が必要である。

（6）実用性

理数科教育の実用性、教育の質的向上を図るためには、教育がなされる現場の環境を考慮す

る必要がある。各々の環境で容易に入手できるものを利用した教材作成、教育方法の導入が

必要である。

（7）管理者の育成

適切なINSETの実施には、教科内容や教育方法の研修に加えて、教育行政官、視学官、指

導者、管理者等の資質育成も重要な課題である。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）は、1963 年の独立以来、政治・経済運営のケニア化

を推進するため、ハランベー運動注１に基づく住民参加による学校建設など、教育分野における自

助努力が展開されてきたが、ケニア政府は更に自国人材の育成を速やかに進めるため、教育機関

の拡充・充実を最優先政策に掲げ、政府経常予算の３割以上を教育に充当するなど国家をあげて

教育開発に取り組んできた。しかし、カリキュラムの過密化や教育財政難を背景とした教科書、

教材、施設、中等理数科教員の不足等から、理数科科目を中心に顕著な質の低下が指摘される事

態に至っていた。このためケニア政府は、第７次、第８次国家開発計画において「中等教育にお

ける理数科教育の充実」を主要政策の一つとして打ち出し、施設、教材の整備及び教員養成の拡

充などハード、ソフト両面からの質の向上を図ろうとしていた。

　我が国は、1966 年の青年海外協力隊派遣取極締結以来、青年海外協力隊（Japan Overseas

Cooperation Volunteer：JOCV）理数科教師隊員の派遣を中心に、理数科教育分野に対する支援を

長年継続してきた。このたび理数科教育分野に対する無償資金協力の要請がケニア政府から提出

されたことを受けて、ケニアにおける理数科教育分野における協力の可能性を検討するために、

1995年９月及び1996年４月の２度にわたり、プロジェクト形成調査を実施した。その結果、現

職の理数科教員に対する研修を活動内容とするプロジェクト方式技術協力、ケニア理科教員養成

大学（Kenya Science Teachers College：KSTC）に対する機材整備に係る無償資金協力、JOCVグ

ループ派遣等の案件が検討可能な協力として提案された。

　これらの提案を受けてケニア政府は1996年９月、プロジェクト方式技術協力に係る正式要請書

を提出した。本件協力に対する実施基本方針や実施計画、実施体制等に関して、情報収集及び協

議を行い、基本計画を策定するために基礎調査団（1996 年 11 月）、及び事前調査団（1997 年

７月）を派遣した。協議の結果、基本合意に達したことを受けて、実施協議調査団（1998年２月）

を派遣し、1998 年２月 27 日に討議議事録（Record of Discussions：R／ D）を締結した。

　本プロジェクトは、パイロットディストリクト（９ディストリクト）の中等理数科教員を対象

に、現職教員研修（In-service Training for Teachers：INSET）を通じて、中等教育レベルの理数

科教育を強化することを目的とするプロジェクトで、1998年７月１日から５年間の予定で開始さ

れた。本プロジェクトは、主に理数科教員及び授業の質を改善するためのINSETを実施する組織

制度構築に対する支援に取り組んできた。

注１　ハランベー（Harambee）とは、スワヒリ語で「一緒に力を合わせ引っ張ろう」という意味からきており、住民の発意・奉仕

により何かをなすことを意味し、この精神により学校・診療所・飲料水施設等、多くの社会基盤整備がなされた。ハランベー運

動は、初代大統領ケニヤッタによりはじめられたもので、独立当初の国民の強い教育機会拡大の要求に対応して、住民参加によ

る学校建設が推進された。
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　今次終了時評価調査は、プロジェクト終了時まで約８か月となった段階で、これまでに実施し

た協力について、活動実績の確認や目標達成度の評価を行ったうえで、協力予定期間終了後の対

応方針について協議することを目的として実施した。なお、現地国内研修事業として、本プロ

ジェクトの仕組みを活用して当初対象地区以外の６ディストリクトを対象とする同様の研修を

2002年から実施しているが、本評価調査では当初対象の９ディストリクトにおける活動に限定し

て評価を行った。

１－２　調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成

担当分野

団長・総括

理科教育

評価計画

評価分析

氏　名

石井　眞治

池田　秀雄

菅原　美奈子

西村　邦雄

所　　属

広島大学 教育開発国際協力研究センター長 教授

（国内委員会委員長）

広島大学 大学院 教育学研究科 教授（国内委員）

国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第二課 職員

CRC海外協力株式会社コンサルタント・グループ

（2）調査日程

　2002 年 10 月 13 日（日）～ 26 日（土）（14 日間）

　（コンサルタント団員：2002 年 10 月５日～ 26 日／ 22 日間）

　調査日程及び主要面談者は、付属資料１．及び２．を参照。
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１－３　対象プロジェクトの概要

（1）プロジェクトの基本計画

表１－１　プロジェクトの基本計画

名　称

協力期間

相手国実施機関

対象地域

ターゲットグループ

上位目標

プロジェクト目標

期待される成果

他の経済協力との関連

中等理数科教育強化計画

（Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education：

SMASSE）

1998年７月１日～2003年６月30日（５年間）

教育科学技術省（Ministry of Education, Science and Technology：

MOEST）

KSTC

９ディストリクト

リフトバレー州（カジアド）

ニャンザ州（キシイ、クチャ）

中部州（マクエニ、マラグア、ムランガ）

西部州（カカメガ、ブテレ・ムミアス、ルガリ）

９ディストリクトの理数科教員約2,000人（中等学校数 589校）

理数科科目についてのケニア青少年の能力が向上する。

パイロットディストリクトにおいて、INSETによる中等教育レベル

の理数科教育が強化される。

1）　KSTCにおいてパイロットディストリクトの理数科分野でのキー

トレーナー（指導的教員）のための養成研修システムが確立され

る。

2）　パイロットディストリクトにおいて INSETシステムが確立され

る。

3）　リソースセンターとしてのKSTC及びディストリクトセンターの

役割が強化される。

1）　無償資金協力「理科教員養成大学機材整備計画」（1997年）

　　KSTC教員養成課程の教育資機材（実験器具、実験室等）整備

2）　JOCV理数科隊員グループ派遣

　　パイロットディストリクト内の中等学校への理数科教員派遣

　　マクエニディストリクト（1999年12月～2004年12月）計20名

　　キシイディストリクト（1997年１月～2002年８月）計33名

3）　現地国内研修「中等理数科教員指導者養成計画」（2001～2005年）

パイロットディストリクト以外の６ディストリクトを対象とする

INSET実施
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図１－１　INSET システムの概念図

（2）プロジェクトの概念図

　　本プロジェクトは図１－１に示すとおり、最終的には教育の質的向上をめざすものであり、

なかでも教育の質に大きな影響を与える教授法の改善をプロジェクト目標としている。制度化

された教員研修システムがないケニアにおいて、継続的に教員（教授法）の質を向上させ、さ

らに維持していくために、現職教員を対象とする研修システムを構築し、運営できるようにす

ることをプロジェクトの主要な活動としている。

（3）プロジェクトがめざす教授法（授業）改善の理念（ASEI/PDSI）

　　本プロジェクトでは、教授法（授業）改善のスローガンとして「活動、生徒、実験、工夫

（Activity, Student, Experiment, Improvisation：ASEI）」を掲げている。これは、プロジェクト開

始当初にケニア人カウンターパートと日本人専門家がベースライン調査を行い導き出したもの

で、「Activity：活動に基づいて知識を得る授業へ」、「Student：教師中心の授業から生徒中心の

授業へ」、「Experiment：講義中心から実験や教育方法を工夫した授業へ」、「Improvisation：身

近な教材を使った小さな実験のある授業へ」というプロジェクトがめざすべき授業のあり方を

分かりやすく示したものである。加えて、ASEIに基づく授業を実践するために「計画、実施、

評価、改善（Plan, Do, See, Improve：PDSI）」というサイクルに沿って授業計画作成から評価、

フィードバック・改善を行うことを提唱している。上述のINSETシステムを通じて、この「ASEI/

PDSI」というスローガンに基づく授業改革方法が、パイロットディストリクトの学校へ普及さ

れる仕組みである。
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（4）INSET の仕組み

1）　カスケードシステム注２

　　本プロジェクトでは、中央（ナショナル INSET）及び地方（ディストリクト INSET）の

２段階で研修を実施している。このINSETの特徴は、研修対象者全員（本プロジェクトでは

理数科現職教員約 2,000 人）を一斉に中央に集めて研修を実施する形式や、各地方の現場だ

けで研修を実施する形式ではなく、研修対象者のうち核となる者（現職教員のなかから指導

者として適当であると選定された者）を中央に集めて研修（ナショナル INSET）を行い、こ

れを受講した者がディストリクトのキートレーナーとして、地方のディストリクトINSETセ

ンターで他の教員を対象に地方研修（ディストリクト INSET）を実施する仕組み（カスケー

ドシステム）を採用していることである。システムの構造は図１－２のとおりである。

図１－２　カスケードシステムによる INSETシステム

注２　カスケード（Cascade＝滝）のように、ナショナルINSETを受講したものが地方に戻って、対象地区の教員に研修成果を広く

普及していく仕組みのことを、本プロジェクトでは「カスケードシステム」と呼んでいる。
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2）　INSET に用いる施設

　　ナショナル INSET、ディストリクト INSET のいずれも既存施設を用いて研修を行ってお

り、ナショナルINSETは本プロジェクトの拠点であるKSTCで行い、ディストリクトINSET

はプロジェクトが選定したディストリクトINSETセンターにおいて実施している。ディスト

リクトINSETセンターは、以下のような条件を満たす既存の学校のなかから選定している。

　①　理科実験施設等、研修実施が可能な設備があること。

　②　研修参加者のための宿泊施設（寮）があること。

　　センターとして指定する際には、当該校の校長が教育省の次席視学官（プロジェクトナ

ショナルコーディネーター）とセンター運営規約を定めた覚書を交わすこととなっている。

3）　ディストリクトトレーナーの選定基準

　　本プロジェクトのナショナルINSETに参加するディストリクトトレーナーは、以下のよう

な基準に基づき選定される。９パイロットディストリクトから各 16 名ずつ（物理、数学、

化学、生物の各教科４名ずつ）が選定され、ナショナル INSET に参加する。

①　国家公務員職階「M」であり経験年数５年以上であること、又は無資格教員につい

ては国家公務員職階「L」であり、教職経験が６年以上であること。

②　ケニア国家試験委員会（Kenya National Examination Council：KNEC）の試験官で

あること。

③　ケニア教育研究所（Kenya Institute of Education：KIE）の教科検討委員会メンバー

であること。

④　当該教科に関する書籍や定期刊行物を出版するだけの資質があること。

⑤　科学大会（Students’ Science Congress）の参加者であること。

4）　INSET 実施時期と回数

　　INSETは、KSTC及びディストリクトINSETセンターとなる学校の休暇期間を利用して実

施するため、ナショナル INSET は毎年８月、ディストリクト INSET は毎年４月に実施され

ている。INSET の実施日数は各回 10 日間で、INSET 終了時には、出席率（90％以上）や指

導員による評価等に基づき、一定の基準を満たしたものに修了証書が授与される。

　　ディストリクトトレーナーとして選定された教員は、毎年８月に開催されるナショナル

INSET に参加し研修を受けたのち、その翌年の４月にはディストリクト INSET で他の教員

を対象に研修を実施することとなる。INSETは各々４回を１サイクルとして実施しており、

ディストリクトトレーナーは、ナショナル INSET受講とディストリクト INSET での指導の

サイクルを繰り返すことにより、技能を習得する仕組みとなっている（図１－３参照）。
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図１－３　INSET のサイクル

5）　ナショナル INSET のテーマ

　　各年度のナショナル INSET のテーマは表１－２のとおりとなっている。

表１－２　ナショナル INSET のテーマ

サイクル

１回目

２回目

３回目

４回目

年　度

1999

2000

2001

2002

テーマ

教師及びステークホルダーの態度変容

Hands-on 活動とASEIレッスンプラン

授業での実践

生徒の成長とインパクトの移転

5）　INSET のカリキュラム

　　ナショナルINSETのカリキュラムはテーマに応じて毎年改善されているが、おおむね以下

のようなカリキュラムで実施される。

　１日目　 開講式・共通プログラム

　２日目　 共通プログラム

　３～ 10 日目　各教科別プログラム

　10 日目 閉講式

　　ディストリクトINSETは、上記ナショナルINSETのカリキュラムを基本としつつ、各ディ

ストリクトの状況に応じて設定される。

（5）プロジェクト実施体制

　　INSETシステムを円滑に運営するために、中央及び地方の双方にまたがるプロジェクト実施

体制を構築し、ナショナルレベル及びディストリクトレベルに責任者をおき、INSETにかかわ

る関係者が各々何らかの役割を担い、責任を分担するようにしている。プロジェクトの実施体
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　　プロジェクト実施の中心母体は、図１－４の“SMASSE INSET ユニット”であり、このユ

ニットにカウンターパート（ナショナルトレーナー）と日本人専門家が配置され、ナショナル

INSET センターとして機能している。ユニットの組織構成は図１－５のとおりである。

図１－５　SMASSE INSET ユニットの組織構成

　　各関係者（ステークホルダー）の役割分担の概略は以下のとおりである。

1）　ナショナルコーディネーター（教育科学技術省次席視学官）

①　プロジェクト全体の運営・管理

②　プロジェクト関係者の啓発

③　プロジェクト活動予算の確保、調整

④　INSET 修了証書の発行

2）　プロビンスコーディネーター

①　プロビンスとディストリクト間のプロジェクトに関する調整

②　プロビンスにおけるプロジェクト活動予算の確保、調整

③　ディストリクトトレーナーの選考

3）　ディストリクト教育長（District Education Officer：DEO)

①　ディストリクトにおけるプロジェクト活動の総括

②　ディストリクト INSET 参加者の選考

③　ディストリクト INSET のモニタリング及び評価
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4）　ディストリクトコーディネーター

①　ディストリクト INSET センターの組織化

②　ディストリクト内、SMASSE INSET ユニットとの連絡調整

③　ディストリクト INSET の総括

④　ディストリクト INSET 予算管理

⑤　ディストリクト INSET のモニタリング、及び評価

5）　ディストリクト INSET センターに指定された学校の校長

①　ディストリクト INSET 参加者選考

②　ディストリクト INSET のための学校施設提供及び資機材の管理

③　関係者の啓発

④　ディストリクト INSET のモニタリング、及び評価

⑤　ディストリクト INSET 予算管理

6）　中学校長代表

①　ディストリクト INSET 予算確保、管理

②　関係者の啓発

③　ディストリクト INSET に対する助言

　　プロジェクトの運営にあたっては、中央においても地方においても、「運営・管理

（Administration）」「財政（Finance）」「実施（Implementation）」の三者の連携（SMASSE トライ

アングル）を緊密にすることを重視している。この考え方は、プロジェクト活動を継続してい

くために欠かせないものとしてステークホルダー間で共有されている（図１－６　参照）。

図１－６　SMASSEトライアングル
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２－２　終了時評価用PDM（PDMe）

２－２－１　PDMの変遷

　本プロジェクトは、1997年４月に実施したプロジェクト形成調査（ケニア教育分野第二次）に

おいて、PCMワークショップを行いPDM0を作成した。なお、このPCMワークショップはプロ

第２章　終了時評価の方法

２－１　評価の手法

　本終了時評価は「JICA事業評価ガイドライン」に沿って実施した。評価の流れは次のとおりである。

1）　プロジェクト･デザイン･マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づいた評価の

デザインの検討〔評価用 PDM（PDMe）の作成及び評価グリッド（評価調査表）の作成〕

2）　プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集

3）　評価５項目「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」に基づく分析

4）　分析結果に基づく総合判定（結論）

5）　評価結果の提示（提言･教訓の導出及び報告）

6）　活用（結果の公開、フィードバック）という流れからなっている。

　JICAではプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）手法

を用いてプロジェクトの運営管理を行っており、事業管理及び評価のツールとして「プロジェク

ト計画概要表」である PDMを活用している。PDMの概要は以下のとおりである。

表２－１　PDMの概要

項　目

上　位　目　標

プロジェクト目標

成　　果

活　　動

投　　入

指　　標

指標データ入手手段

外　部　条　件

前　提　条　件

定　　義

「プロジェクト目標」が達成された結果として、達成が期待される開発効果

プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される目標であり、

ターゲット･グループへの具体的な便益やインパクト

「プロジェクト目標」を達成するためにプロジェクトが実現しなければなら

ない事項

「成果」を実現するために、「投入」を効果的に用いてプロジェクトが実施

する具体的な行為

プロジェクトの実施に必要な人員、施設、機材、資金など

プロジェクトの成果、目標、上位目標の達成度を測る目標値を示すもの

「指標」のデータを検証するための情報源

「成果」「プロジェクト目標」を達成するために満たされていなければなら

ない外部要因であるが不確定要素を含むもの

プロジェクトを開始する前に満たされているべき条件
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ジェクト形成調査段階における初めての PCM 導入例であった。

　基礎調査及び事前調査におけるプロジェクト計画に関するケニア側との協議は、当初作成され

た PDM0 に基づいて行われ、実施協議調査時（1998 年２月）において「PDM第１版」（PDM1）

に双方合意した。その後、プロジェクトの進捗状況を踏まえて、中間評価調査（2000 年 12 月）

において、成果、活動及び対応する指標が修正され「PDM第２版」（PDM2）が作成された。PDM

の変遷（成果及び活動部分）は表２－２のとおりである。

表２－２　PDMの変遷

PDM第１版（PDM1）

［上位目標］

理数科科目についてケニア青少年

の能力が向上する。

［プロジェクト目標］

パイロットディストリクトにおい

て、INSETにより中等教育レベル

の理数科教育が強化される。

［成　果］

１．パイロットディストリクトの

理数科教員の能力が、理数科の

教育方法、内容、機材管理の点

で向上する。

２．KSTCにおいて、パイロット

ディストリクトの理数科分野で

のキートレーナーのための養成

研修システムが確立される。

３．パイロットディストリクトに

おいて INSET システムが確立

される。

４．中等理数科教員間の相互交流

が活発に行われる。

［活　動］

１－１　パイロットディストリク

トの中等理数科教育の現

状、問題点、ニーズについ

て調査、分析、評価を行う。

PDM第２版（PDM2）

［上位目標］

理数科科目についてケニア青少年

の能力が向上する。

［プロジェクト目標］

パイロットディストリクトにおい

て、INSETにより中等教育レベル

の理数科教育が強化される。

［成　果］

１．KSTC においてパイロット

ディストリクトの理数科分野で

の指導的教員（キートレー

ナー）のための養成研修システ

ムが確立される。

２．パイロットディストリクトに

おいて INSET システムが確立

される。

３．リソースセンターとしての

KSTC及びディストリクトセン

ターの役割が強化される。

［活　動］

１－１　パイロットディストリク

トの中等理数科教育の現

状、問題点、ニーズについ

て調査、分析、評価を行う。

修正された箇所

修正なし

修正なし

・各成果の発現時期に

対応するように並べ

替えられた。

・PDM 第１版成果１

は、プロジェクト目

標の言い換えとなっ

ていたため削除した。

・PDM 第１版成果４

は、より活動の実態

を反映した表現に修

正し、第２版成果３

とした。

・PDM第１版の諸活動

は、一部削除・訂正・

追加され並べ替えら

れている。PDM第１

版と第２版の諸活動

は、おおむね下記の

ように対応している。
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PDM第１版（PDM1）

１－２　KSTCにおける４教科の

教員養成教育（Pre-service）

マニュアルの内容､教育方

法を評価し､カウンター

パートの能力の向上を図

る｡

１－３　４教科の INSET 用のシ

ラバス、カリキュラムを開

発､作成する｡

１－４　INSETに必要な４教科の

教育／学習教材を開発す

る｡

１－５　パイロットディストリク

トの状況に適応可能な実

験・観察教本、及び実験機

材・機器用マニュアルを開

発、作成する｡

２－１　パイロットディストリク

トにおいてキートレーナー

を選定する｡

２－２　開発したシラバス、カリ

キュラム、教材についてパ

イロットディストリクトの

いくつかの現場中等学校で

試行する｡

２－３　各パイロットディストリ

クトのキートレーナーの養

成研修をKSTC で実施す

る｡

２－４　INSETの効果について評

価を行う｡

PDM第２版（PDM2）

１－２　KSTCにおける４教科の

教員養成教育マニュアルの

内容、教育方法を評価する。

１－３　カウンターパートのプロ

ジェクト実施能力の向上を

図る。

１－４　４教科の INSET 用のシ

ラバス、カリキュラムを開

発、作成する。

１－５　INSETに必要な４教科の

トレーニング教材を作成す

る。

１－６　パイロットディストリク

トにおいてキートレーナー

を選定する。

１－７　開発した教材についてパ

イロットディストリクトの

中等学校数校で試行する。

１－８　KSTC で各パイロット

ディストリクトのキート

レーナーに対する INSET

を実施する。

１－９　INSETの効果について、

すべてのレベル（KSTC、

ディストリクト等）におい

て評価を行う。

１－10　INSET を補足するため

のフォローアップ活動を行

う。

１－11　各パイロットディストリ

クトの状況に適用可能な実

験教本、及び実験マニュア

ルを開発、作成する。

１－ 12　教育･学習教材管理マ

ニュアルを開発、作成する。

修正された箇所

第１版 第２版

１－１→ １－１

１－２→ １－２

１－２→ １－３

１－３→ １－４

１－４→ １－５

２－１→ １－６

２－２→ １－７

２－３→ １－８

２－４→ １－９

（追加） １－10

１－５→ １－11

（追加） １－12

３－１→ ２－１

３－２→ ２－２

３－３→ ２－３

３－４→ ２－４

４－３→ ３－１

４－１→ ３－２

４－２→ ３－３
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　上記のほか、プロジェクト目標及び成果の定量的な評価が可能となるよう、表２－３のとおり

指標が修正された。本プロジェクトでは、プロジェクト活動のモニタリング・評価（M&E）を行

うための「M&E タスクフォース」が設置されており、同タスクフォースが開発した評価ツール

に基づいて指標が設定された。この改定により、同タスクフォースの活動が、PDM上に明示的

に位置づけられるとともに、プロジェクト全体のM&Eとプロジェクト内部のM&E 活動の有機

的な連携が可能となった。

PDM第１版（PDM1）

３－１　パイロットディストリク

トにおける INSET 実施の

ための対象教員と実施施設

（モデル校）を選ぶ｡

３－２　パイロットディストリクト

のモデル校の理数科教育／

学習施設を改善する｡

３－３　パイロットディストリク

トのモデル校等で INSET

を実施する｡

３－４　教育人的資源開発省のス

タッフ、及び各パイロット

ディストリクトの学校管理

職を対象に教育マネージメ

ント研修を実施する｡

４－１　中等理数科教員間で教科

に関し、情報交換をする仕

組みをつくる｡

４－２　理数科コンテストや催し

を実施し､促進する｡

４－３　プロジェクトニュースレ

ターを発行する｡

PDM第２版（PDM2）

２－１　パイロットディストリク

トにおける INSET 実施の

ための教員、及び学校を選

定する。

２－２　パイロットディストリクト

のモデル校の理数科教育／

学習施設を改善する。

２－３　パイロットディストリク

トのモデル校で INSET を

実施する｡

２－４　教育・科学技術省のス

タッフ、及び各パイロット

ディストリクトの学校管理

職を対象に教育マネージメ

ント研修を実施する｡

３－１　プロジェクトニュースレ

ター等を発行し、関連情報

を普及する。

３－２　必要に応じて、中等理数

科教員間で教科に関し、情

報を交換する仕組みをつく

る。

３－３　必要に応じて、理数科教

育活動等を実施し、理数科

教育の進展を促進する。

修正された箇所
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表２－３　PDMの変遷（指標）

上位目標の指標

プロジェクト目標

の指標

成果の指標

PDM1

１．中等学校卒業生の追

跡調査

　a）進学率、b）就職率

１．理数科教員の質

２．理数科科目を選択す

る生徒の数

（３．パイロットディス

トリクトの中等学校卒

業生の国家試験成績）

１．a）理数科教員の質

　　b）実験の実施状況

PDM2

１．パイロットディストリクトにおける中等レ

ベルの国家試験の結果

１．プロジェクト終了時までに、KSTC での

INSET が３回実施され、140人以上の教員が

本研修を３回受けて、M&Eタスクフォースが

開発したM&Eツールの活用により得られる、

以下の「授業改造度指標」 において、０～４の

評価範囲で３以上の総合評価を獲得する。

①　教師の態度変容度

②　教授法の質改善度

③　生徒の態度変容度

２．プロジェクト終了時までに、パイロットディ

ストリクトでの INSET が３回実施され、500人

以上の教員が本研修を３回受けて、M&Eタス

クフォースが開発したM&Eツールの活用によ

り得られる、以下の「授業改造度指標 」にお

いて、 ０～４の評価範囲で2.5以上の総合評価

を獲得する。

①　教師の態度変容度

②　教授法の改善度

③　生徒の態度変容度

１．a）プロジェクト終了時までに、KSTC で、

24 人以上のケニア人アカデミックス

タッフと９人以上の管理スタッフがプロ

ジェクト活動に従事する。

　　b）プロジェクト終了時までに、KSTCのケ

ニア人アカデミックスタッフがプロジェ

クト外部のタスクフォースが開発した

ツールの活用により得られる「キャパシ

ティビルディング指標」 において、 B以

上の総合評価を獲得する。

　　c）プロジェクト終了時までに、KSTCの

INSET が、M&Eタスクフォースが開発

した INSET前後／各セッションの評価

ツールの活用により得られる「INSETの

質評価指標」 において、０～４の評価範

囲で３以上の総合評価を獲得する。
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PDM1

２．と３．a）KSTCにお

けるカウンターパート、

事務要員の配置人数、

パイロットディストリ

クトにおけるキート

レーナー、及び事務要

員の配置人数

２．と３．b）カウンター

パート及びキートレー

ナーの INSET実施能力

２．と３．c）KSTC及び

パイロットディストリ

クトにおける INSET開

催実績

４．理数科教員による教

科検討会の開催実績

PDM2

２．a）毎年140人以上のディストリクトトレー

ナーと 40 人以上の管理スタッフが、パ

イロットディストリクトで本プロジェク

トに従事する。

　　b）プロジェクト終了時までに、パイロッ

トディストリクトのディストリクトト

レーナー が、M&Eタスクフォースが開

発したツールの活用により得られる

「キャパシティビルディング指標 」にお

いて、０～４の評価範囲で３以上の総合

評価を獲得する。

　　c）プロジェクト終了時までに、パイロット

ディストリクトのINSET が、M&Eタス

クフォースが開発した INSET前後／各

セッションの評価ツールの活用により得

られる、「INSETの質評価指標」 におい

て、０～４の評価範囲で2.5以上の総合

評価を獲得する。

３．a）プロジェクト終了時までに、14タイト

ル以上の出版物等が作成され 目標数を

超える数の出版物等が教育関係者に配布

される〔タイトルと目標数の詳細は、出

版物一覧表（付属資料７．）参照〕。

　　b）プロジェクト終了時までに、パイロッ

トディストリクトで独自に、INSETのた

めの教材等が1回以上作成される。

２－２－２　終了時評価用 PDM（PDMe）

　中間評価時に改定されたPDM2は、論理性や指標の妥当性、及び指標の入手手段などが整理さ

れているので終了時評価用PDMとして適当なものであり、かつ、プロジェクトのM&E活動によ

り蓄積されたデータを活用することによって、活動のプロセスを継続して把握することが可能と

なるため、PDM2 を PDMe として用いることとした（PDMe は付属資料５．参照）。
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２－３　主な調査項目と情報・データ収集方法

２－３－１　調査項目

　PDMeに基づき上位目標、プロジェクト目標、成果の達成度、及び投入（日本側、ケニア側）

の実績を確認し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から

評価を行うために、必要な調査項目を取りまとめた評価グリッドを作成した。主な調査項目は、

以下のとおりである（表２－４　参照）。

表２－４　評価グリッド（要約）

評価項目

上位目標達成見込み

上位目標

理数科科目について

のケニア青少年の能

力が向上する。

プロジェクト目標の

達成状況

プロジェクト目標

パイロットディス

トリクトにおいて、

INSETにより中等教

育レベルの理数科教

育が強化される。

成果の達成度

成　果

１．KSTCにおける

INSETシステムが

確立すること

調査項目

１．パイロットディストリクトの国

家試験結果

１．KSTCにおけるINSET実施実績

２．ディストリクトにおけるINSET

実施実績

３．「授業改造度指標」の達成度

１．a）プロジェクト終了時までに、

KSTC で、24人以上のケニア

人アカデミックスタッフと９

人以上の管理スタッフがプロ

ジェクト活動に従事する。

　　b）プロジェクト終了時までに、

KSTCのケニア人アカデミッ

クスタッフがプロジェクト外

部のタスクフォースが開発し

たツールの活用により得られ

る、「キャパシティビルディ

ング指標」 において、 B以上

の総合評価を獲得する。

調査の視点

プロジェクトの M & E タスク

フォースが実施する、パイロット

ディストリクト対象のアチーブメ

ントテスト結果を基に、上位目標

達成見込みを推測する。

M&Eタスクフォースが開発したモ

ニタリングツールにより評価した

以下の「授業改造度指標」の達成度

を確認する。

　1）　教師の態度変容度

　2）　教授法の質的改善度

　3）　生徒の態度変容度

KSTCにおける INSET：

　０～４の評価範囲で３以上

ディストリクト INSET：

　０～４の評価範囲で2.5以上

１．a） KSTCスタッフの配置実績

　　b）ケニア人アカデミックス

タッフの「キャパシティビ

ルディング指標」による評

価結果

実　績
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評価項目

（成果の達成度）

２．パイロットディ

ストリクトにおい

てINSETシステム

が確立すること

（成果の達成度）

３．リソースセン

タ ー と し て の

KSTC、及びディ

ストリクトセン

ターの役割が強化

されること

調査項目

１．c）プロジェクト終了時までに、

KSTCのINSET が、M&Eタス

クフォースが開発したINSET

前後／各セッションの評価

ツールの活用により得られる

「INSETの質評価指標」にお

いて０～４の評価範囲で３以

上の総合評価を獲得する。

２．a）毎年140人以上のディストリ

クトトレーナーと 40 人以上

の管理スタッフが、パイロッ

トディストリクトで本プロ

ジェクトに従事する。

　　b）プロジェクト終了時までに、

パイロットディストリクトの

ディストリクトトレーナー

が、M&Eタスクフォースが開

発したツールの活用により得

られる「キャパシティビル

ディング指標 」において、０

～４の評価範囲で３以上の総

合評価を獲得する。

　　c）プロジェクト終了時までに、

パイロットディストリクトで

の INSET が、M&E タスク

フォースが開発した INSET

前後／各セッションの評価

ツールの活用により得られる

「INSETの質評価指標」 にお

いて、０～４の評価範囲で2.5

以上の総合評価を獲得する。

３．a）プロジェクト終了時までに、

14 タイトル以上の出版物等

が作成され 、目標数を超える

数の出版物等が教育関係者に

配布される〔タイトルと目標

数の詳細は、出版物一覧表

（付属資料７．）参照〕。

調査の視点

１．c）M&Eタスクフォースが開発

した「INSETの質評価指標」

によるナショナルINSETの

質的評価結果

２．a）ディストリクトトレーナー

及び管理スタッフの配置実

績

　　b）M&Eタスクフォースが開

発した「キャパシティビル

ディング指標」によるディ

ストリクトトレーナーの評

価結果

　　c）M&Eタスクフォースが開

発した「INSETの質評価指

標」によるディストリクト

INSETの質的評価結果

３．a） 出版物のタイトル及び配布

数、配布先
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評価項目

活動の達成度

投入実績

評価項目

活動の進捗状況

モニタリング実施状

況

日本人専門家とケニ

ア人カウンターパー

トとの関係性

対象国のオーナー

シップ

調査項目

３．b）プロジェクト終了時までに、

パイロットディストリクトで

独自に、INSETのための教材

等が１回以上作成される。

活動項目ごとの達成状況

１．ケニア側の投入

①　建物、施設

②　カウンターパート等スタッフ

の配置

③　プロジェクト経費の負担

２．日本側の投入

　①　専門家の派遣

　②　カウンターパート研修

　③　機材の供与

調査項目

プロジェクト活動は当初計画に対し

てどのように進捗したか。

プロジェクトモニタリングは適切で

あったか。

PDMの変遷。

外部条件の変化があったか。

日本人専門家とカウンターパート間

のコミュニケーション方法

日本人専門家とカウンターパート間

の人間関係の構築

教育省及びKSTCのオーナーシップ

は確立されたか。

調査の視点

３．b）パイロットディストリクト

により開発された教材の数

PDM、POに沿って各活動項目の達

成状況を確認する。

１．ケニア側の投入実績

２．日本側の投入実績

調査の視点

プロジェクト活動においてどのよう

な問題が発生し、どう対処したか。

モニタリングツールの開発及びモ

ニタリング結果

PDM0とPDM1の比較

INSET基金の管理状況

ディストリクト教育委員会

（District Education Board：DEB）の

協力状況

KSTC におけるカウンターパート

の定着度及びパイロットディスト

リクトにおけるキートレーナーの

定着度

日本人専門家とカウンターパート

間の関係は良好であったか。

問題が発生した場合、どのように

対処したか。

INSET実施に対する役割分担、及

びその実施能力MOEST、教員雇用

委員会（T e a c h e r s  S e r v i c e

Commission：TSC）、KSTC、DEB

予算負担実績

実施プロセス
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評価項目

受益者のかかわり方

資機材の管理状況

技術移転の達成度

評価項目

妥当性

被援助国のニーズと

の整合性、日本の援

助事業としての妥当

性があるか。

有効性

プロジェクトの実施

により、期待される

効果が得られるか。

プロジェクトは有効

であったか。

効率性

プロジェクトは効率

的であったか。

調査項目

プロジェクトに対するかかわり方や

関心度について受益者（教師、生徒）

の変化はあったか。

KSTC及びディストリクトにおける

資機材管理状況

カウンターパートに対する技術移転

の達成度

調査項目

ケニア側のニーズとの整合性

日本の援助事業としての妥当性

プロジェクト目標の達成度合い

プロジェクト目標と成果との因果関

係

プロジェクト目標に至るまでの外部

条件の影響

各成果の達成度合い

投入の活用度

プロジェクトの実施方法の効率

調査の視点

カウンターパート配置実績

オーナーシップ確立のために日本

が行った支援

INSETの参加実績の変化

資機材管理状況モニタリングの結

果

各専門家からの評価

技術協力が効果的であった点、改

善すべき点があるか。

プロジェクト実施過程においてど

のような工夫がなされたか。

調査の視点

プロジェクトの上位目標、プロ

ジェクト目標がケニア国家開発計

画や教育セクター開発計画等の方

針に沿っているか。

日本の援助政策、国別事業実施計

画と整合性があるか。

プロジェクト目標の達成度は期待

されたものであったか。

「KSTCにおけるINSETシステムの

確立」「ディストリクトにおける

INSET システムの確立」、及び

「KSTCとディストリクトセンター

の強化」という成果の達成によっ

て、プロジェクト目標が達成され

たといえるか。

外部条件（ディストリクト教育委

員会の協力が継続的に得られるこ

と）がプロジェクトの実施に影響

を与えたか。

成果１、成果２、成果３の実績

日本側、ケニア側の投入の活用度

カスケード方式はうまく機能したか。

評価５項目
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評価項目

インパクト

プロジェクト実施に

より間接的・波及的

効果はあるか。

自立発展性

協力終了後も効果が

持続していくか。

調査項目

上位目標の達成度

プロジェクト目標と上位目標の因果

関係

プロジェクト実施による正の波及効果

ケニアの教育政策の変更の有無

MOEST予算の継続的配分

ディストリクトINSETのための基金

の継続的な確保、運用の可能性

MOEST及びKSTCのマネージメント

体制に関する問題の有無

ナショナルINSETユニットのスタッ

フ能力及び定着度

プロジェクトで用いたASEIアプロー

チ手法のケニアにおける定着性

調査の視点

国家試験の比較結果

教員研修以外に上位目標達成に影

響を与えたものがあるか。

ケニア中等学校長会（Kenya Secondary

School Heads Association：KSSHA）

への影響

周辺諸国への影響

パイロットディストリクト以外の

ディストリクトへの影響

国家開発計画、教育セクター開発

計画等の変化

MOEST予算配分、執行状況

SMASSE基金の確保、運用状況

人員配置、マネージメント状況

ナショナルINSETユニットのスタッ

フ能力、リクルート体制、処遇等

ASEI手法形成の過程、ケニア側受

容度

２－３－２　本終了時評価の情報・データ収集方法

　終了時評価調査団は、評価に必要な情報やデータ収集のために、プロジェクト関係書類の検

討、現場視察、プロジェクト関係者に対するアンケート及びインタビューを実施した。

（1）プロジェクト関係書類の収集と検討（文献調査）

　　現地調査前及び調査中に、下記の資料を収集し、プロジェクト活動の実績や実施プロセス

等を把握した。以下の資料のうち、特にM&Eタスクフォースが取りまとめたM&E報告書

は、終了時評価に必要な基礎的データが集約されている（付属資料７．参照）。

・中等理数科教育強化計画基礎調査団報告書（1997 年１月）

・中等理数科教育強化計画事前調査団報告書（1997 年８月）

・中等理数科教育強化計画実施協議団報告書（1998 年２月）

・中等理数科教育強化計画プロジェクト運営指導調査団帰国報告会資料（1999年12月）

・中等理数科教育強化計画運営指導（中間評価）調査団報告書（2001 年１月）

・プロジェクト作成報告書（四半期報告書、専門家報告書、M&E報告書、セミナー／
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ワークショップ報告書）

（2）現場視察

　　パイロットディストリクトのうち、ムランガディストリクト（Kahuhia Girls High School）

及びマラグアディストリクト（Kamahuha Girls High School）を訪問し、ディストリクト

INSET センターの現状を視察した。

（3）質問票

　　プロジェクトを把握するための基礎資料とするため、事前に日本人専門家及びケニア人カ

ウンターパートに対して質問票を配布した。

（4）プロジェクト関係者に対する個別インタビュー

　　日本人専門家及びケニア人カウンターパートに対する個別インタビューを表２－５のとお

り実施した。
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月　日

10月 ８日

10月 ９日

10月 11日

10月 16日

インタビュー対象者

数学学科カウンターパート

化学学科カウンターパート

物理学科カウンターパート

生物学科カウンターパート

日本人専門家

生物学科カウンターパート

数学、化学、物理、生物学科

カウンターパート、及び専

門家に対する各教科ごとの

グループインタビュー

INSETユニット長

全教科Subject Administrator

及び日本人専門家に対する

合同グループインタビュー

内　容

質問票に対する補足インタビュー

質問票に対する補足インタビュー

質問票に対する補足インタビュー

教科内容、プロジェクト内容について

の改善点、問題点

日本人専門家について問題がなかった

かどうか。

・カスケードシステムの運用結果

・プロジェクト実施中に発生した問題

とその対処

・ディストリクトのプロジェクトに対

する協力状況

・日本人専門家とケニア人カウンター

パートの関係性

・JOCVとの連携

・カウンターパートとしてのインセン

ティブ

・カスケードシステムの運用結果

・プロジェクト実施中に発生した問題

とその対処

・カウンターパートとしてのインセン

ティブ

表２－５　個別インタビュー

担　当

西村団員

西村団員

西村団員

池田団員

石井団長、

菅原

石井団長、

菅原
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第３章　調査結果

３－１　現地調査結果

３－１－１　資料分析

（1）カスケードシステムの再編

　　プロジェクトは、当初ナショナル→ディストリクト→クラスター（学校群）という３段階

のカスケードシステムを構築し、INSETを実施しようとした。３段階のカスケードシステム

によれば、ナショナル INSET を受講したディストリクトトレーナーが、ディストリクト

INSET においてクラスタートレーナーを育成し、クラスタートレーナーが所属するクラス

ターの拠点校において、教員対象の INSET を実施することになる。しかしながら、2000 年

８月に実施した第１回クラスターINSETでは、クラスターレベルの財務管理能力、及び教材

作成能力が脆弱であるために、参加者１人当たりの研修単価のばらつき、及び教材の中央か

ら供給することの必要性といった問題が確認された。このような問題を解決するために、ク

ラスターを再編し、ディストリクトレベルで全対象者に研修を実施する方式に改めた。当初

図３－１　カスケードシステムの再編
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は各ディストリクトにディストリクトINSETセンターを１校ずつ指定していたが、センター

１校当たり約200名の教員を対象として研修を実施できるよう、ディストリクトINSETセン

ターを増設した（図３－１　参照）。2002 年 10 月時点において、９ディストリクトに 14 校

のディストリクト INSET センターが設置されている（表３－１　参照）。

表３－１　ディストリクト INSET センターリスト

No.

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

ディストリクト INSETセンターとして指定された学校名

Kahuhia Girls High School

Murang'a Boys High School

Makueni Boys High School

Precious Blood Girls High School, Kilungu

St. Joseph's Girls High School, Kibwezi

Njiiri Boys High School

Kamahuha Girls High School

Kisii Boys High School

Kakamega Boys High School

Mukumu Girls High School

Butere Girls High School

Bishop Njenga Girls High School

Sengera Girls Sec School

Moi Girls High School, Isinya

ディストリクト名

ムランガ

ムランガ

マクエニ

マクエニ

マクエニ

マラグア

マラグア

キシイ

カカメガ

カカメガ

ブテレ・ムミアス

ルガリ

グチャ

カジアド

種　別

女子校

男子校

男子校

女子校

女子校

男子校

女子校

男子校

男子校

女子校

女子校

女子校

女子校

女子校

（2）コストシェアリングの仕組み

　　研修運営経費については、ケニア側が研修参加者の旅費、宿泊費、食費等を負担し、日本

側は教材作成費や資機材購入費を負担する形で、コストシェアリングを行っている（表３－

２　参照）。

　　ケニア側負担経費のうち、ナショナル INSET の参加旅費及びディストリクト INSET経費

（宿泊費、交通費、教材費、施設費等）については、MOEST予算ではなく、各ディストリク

ト計画委員会（District Planning Committee：DPC）が INSET 経費として積み立てている

SMASSE基金から支出されている。このSMASSE基金は、DEBの承認を受けたDPCが、中

学校授業料のうち一部を徴収しているもので、中学校の授業料年間約２万2,000ケニアシリ

ング（約３万3,000 円）に対して、生徒１人当たり 100～ 150ケニアシリング（約150～ 225

円）を積み立てている。この SMASSE基金の活用によって、ディストリクト INSETに関し

てはケニア側負担比率が７割を超えている。
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表３－２　INSET に係る経費分担実績と負担比率

ナショナル INSET

ディストリクトINSET

クラスター INSET

計

ケニア政府

10,056,494

652,500

0

10,708,994

JICA

19,131,937

11,285,521

1,232,463

31,649,921

ディストリクト

400,055

16,527,187

3,681,981

20,609,223

ケニア側

35％

60％

75％

50％

日本側

65％

40％

25％
50％

（3）モニタリング・評価（M&E）活動

　　本プロジェクトにおいては、当初よりINSETの効果を可能な限り定量的に測定することを

課題として認識しており、1999年12月に実施した運営指導調査では、INSET評価の枠組み、

及びそのためのタスクフォース設置について、日本・ケニア側双方が合意した。その後、プ

ロジェクト内部に教科横断的に設置されたM&Eタスクフォースを中心に、M&Eツールの開

発、試行が繰り返された。2000年 11～ 12月に実施された中間評価において、プロジェクト

内部のM&E活動がプロジェクト全体の評価枠組みでもあるPDM上に位置づけられ、新たな

評価ツールが開発されるとともに、本格的なM&E 活動が実施されるようになった。

　　タスクフォースが開発した評価ツールは表３－３のとおりで、ナショナルトレーナー、

ディストリクトトレーナー、教員、生徒の各々の評価対象に応じた評価ツールが開発されて

いる。特に、ディストリクトINSETにおいて重要な役割を担うディストリクトトレーナーに

対しては、①ナショナルINSETによってディストリクトトレーナー自身が習得した能力、及

び知識に関する評価、②習得した知識、及びノウハウのディストリクトINSETにおける活用

度に関する評価、の２つの観点から、ナショナルトレーナー、ディストリクト INSETに参加

する教員、及びトレーナー自身の３者による評価が詳細に行われている。これらの評価結果

はM&Eタスクフォースメンバーによって集計、分析され、プロジェクト目標及び成果を測

定する指標のデータとして用いられている。タスクフォースが開発した評価ツールと PDM

の評価指標との対応関係は表３－４を参照。PDMの指標のうち、特にINSETの質、及びINSET

の効果について、タスクフォースが開発した評価ツールによって評価を行う仕組みとなって

いる。

　　本評価調査においてもタスクフォースがツールによる評価・分析を行った結果を用いて評

価を行った。

（ケニアシリング）
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評価対象者

ナショナル

トレーナー

ディストリ

クトトレー

ナー

評価ツール名称

①ナショナル INSET

セッション評価

②ナショナルトレー

ナー能力評価

③ INSETの質評価

　（ディストリクトト

レーナー能力評価）

④ディストリクト

INSETセッション評

価

⑤ディストリクト

INSETチェックリス

ト（No. １）

⑥ディストリクト

INSETチェックリス

ト（No. ２）

⑦ INSET事前・事後

評価

⑧教科及び教育学に

関する専門知識の評

価

評価の概要

ナショナルINSETの運

営方法に関する参加者

（ディストリクトト

レーナー）による評価

ナショナルINSETの実

施能力に関するディス

トリクトトレーナー及

び自己評価

ディストリクトトレー

ナーの計画、実施、評価

までの一連のプロセス

に関する能力のナショ

ナルトレーナーによる

評価

ディストリクト INSET

の運営方法に関する参

加者（教員）による評価

ディストリクト INSET

の運営方法に関するナ

ショナルトレーナーに

よる評価

ディストリクト INSET

センターの状況に関す

るナショナルトレー

ナーによる評価

INSET前後のディスト

リクトトレーナーの態

度変容に関する自己評

価

ディストリクトトレー

ナーの教科内容、教育

学的知識

に関する評価

表３－３　M&Eツールの概要

区
分

ナ
シ
ョ
ナ
ルIN

SET

デ
ィ
ス
ト
リ
ク
トIN

SET

評価項目（カテゴリー）

A：参加者の動機づけ

B：参加者が興味を感じたか

C：参加者のかかわり方

D：参加者の期待に沿っていたか

E：時間管理

A：INSET企画

B：実施

A：ディストリクト INSETの計画

B：ディストリクト INSETの実施

C：ディストリクト INSETの評価

D：ディストリクト INSETの改善

上記ナショナル INSETセッション

評価と同じ

A：セッションの組み立て

B：セッションの質

A：ディストリクトの INSET 準備

状態

B：供与された資機材の活用状況

A：教授目的に対する態度

B：教授アプローチに対する態度

C：授業計画に対する態度

D：指導の限界に挑む態度

E：実験・実技に対する態度

F：評価に対する態度

G：INSETシステムを構築する態度

A：教科内容に関する知識

B：教育学の知識
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教
室
活
動

評価対象者

教　員

生　徒

評価ツール名称

⑨ INSET事後評価

⑩教授法の質評価

　1）授業観察

　2）ASEI/PDSI チェッ

　　クリスト

⑪学習の質評価

　1）アチーブメントテスト

　2）生徒の授業への参

　　加度

評価の概要

INSETを３回受講し

た後の態度変容に関

する自己評価

教員の教授法の質に

関するナショナルト

レーナーによる評価

生徒の授業の理解度、

及び授業への参加度

に関するナショナル

トレーナーによる評

価

区
分

デ
ィ
ス
ト
リ
ク
トINSET

評価項目（カテゴリー）

A：教授目的に対する態度

B：教授アプローチに対する態度

C：授業計画に対する態度

D：指導の限界に挑む態度

E：実験・実技に対する態度

A：授業での指導手順

B：基本的な指導技術

C：クラス運営

A：プロジェクトによる各教科ご

とのサンプルテスト

表３－４　M&EツールとPDM指標の関係

評価対象者

ナショナル

トレーナー

ディストリ

クトトレー

ナー

教　員

生　徒

評価ツール・内容

①ナショナルINSETセッション評価

②ナショナルトレーナー能力評価

③INSETの質評価（ディストリクトトレー

ナー能力評価）

④ディストリクトINSETセッション評価

⑤ディストリクト INSET チェックリスト

（No.１）

⑥ディストリクト INSET チェックリスト

（No.２）

⑦ INSET事前・事後評価

⑧教科及び教育学に関する専門知識の評価

⑨ INSET事後評価

⑩教授法の質評価

　1）授業観察

　2）ASEI/PDSIチェックリスト

⑪学習の質評価

　1）アチーブメントテスト

　2）生徒の授業への参加度

PDM指標

成果１c（ナショナル INSETの質）

成果１b（ナショナルトレーナーの能力）

成果２b（ディストリクトトレーナーの能力）

成果２C（ディストリクト INSETの質）

プロジェクト目標１（ナショナル INSETの

効果、ディストリクトトレーナーの「授業改

造度」）

プロジェクト目標２（ディストリクトINSET

の効果、教員の「授業改造度」）
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３－１－２　現場視察

（1）KSTC 及びナショナル INSET センター

　　ナショナル INSETで使用するKSTCは、1966年スウェーデンの援助により建設されたもの

で、建物自体は老朽化しているが適切に使用されていた。1997年に無償資金協力「理科教員養

成大学機材整備計画」が実施され、新規教員養成課程の実験機材・実験設備等が整備された。

　　ナショナル INSETでは、KSTCの講堂、実験室、実験準備室、食堂、寮を学期休暇中に利

用している。現在約600名弱の学生に対して教員養成教育を実施しており、実験設備をはじ

めとする施設は十分なものである。

　　INSETユニットは、当初KSTC内の各教科実験準備室を執務室として利用していたが、ス

タッフの数に比べて物理的スペースが狭いこと、各教科の実験準備室の位置が離れているた

めに、プロジェクト内での情報共有などに支障をきたすことなどの問題があった。

　　2001 年度に現地業務費（現地適用化事業費）を用いて建設した INSET ユニットオフィス

は、各教科別の執務室のほか、管理部門の執務室、多目的会議室、図書資料室が設置されて

おり、プロジェクトの効率的な実施に非常に役立っている。調査時点では、建設後半年ほど

経過していたが、建物内は清潔に保たれており、また建物自体の損傷もみられず、使用状況

は良好であることが確認された。

（2）ディストリクト INSET センター

　　10月17日に、ムランガディストリクト及びマラグアディストリクトのディストリクトセン

ターを視察した。現地調査期間中は非常に不安定な時期で、教員の給与改善をめぐるストラ

イキの最中であった。翌週から実施予定のケニア中等教育終了資格試験（Kenya Certificate of

Secondary Education：KCSE）までに解決をめざした政府・教員組合間の最終合意のため、学

校訪問には現地の教員組合を刺激しないよう注意を要し、視察場所の数も限定された。視察

場所については十分な時間をかけ、聞き取り調査及び施設整備状況調査を行うことができた。

学校名：Kahuhia Girls High School（ムランガディストリクト）

規　模：４学級／４学年、教員数38名、全寮制

面談者：Mrs. Mwangi（校長）、Mr. Mnu （ディストリクトトレーナー、数学）

　　Kahuhia Girls High School はディストリクト有数の整備された学校である。校長は前任者

と交代し、過去の経緯には詳しくはなかったが、2001、2002年については、ディストリクト

INSETは問題なく運営できたとのことである。また、今後は設備をより一層整備し、情報教

育を積極的に取り入れる方針とのことであった。SMASSE基金の徴収状況も、SMASSE開
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始当初から常に 90％を超えており、ディストリクト INSET の運営が最も順調に行われてい

るディストリクトの１つである。

　　物理、化学、生物の生徒用実験室、及び各準備室、数学のディストリクト INSET専用室に

ついて施設状況調査を行ったが、施設面での問題点はみあたらなかった。数学のディストリ

クト INSET 用専用室内には、ナショナル INSET で開発されたものと同じ教材・教具が多数

保管され、研修で活用されているものと推定される。供与物品も保管庫内に整然と管理さ

れ、深刻な問題は確認されなかった。

　　情報教室には、プロジェクトによって導入されたコンピューター２台に加えて、学校側の

予算で購入した18台、合計 20台の生徒用コンピューターが設置されていた。第４学年（最

終学年）の女子生徒がコンピューターを操作している場面を見たが（CD-ROMを用いて生物

の形態学を学習中、次週に迫った KCSE の準備中と思われる）、操作はしっかりしていた。

なお、ケニアの中等学校で生徒用のコンピューターを揃えた専用室で生徒が実際に操作して

いる場面に遭遇したのは今回が初めてである。

　　ディストリクトセンターとなる条件の１つとして、ディストリクトINSET期間中に研修参

加者が宿泊できる宿泊施設（寮）が整備されていることがあげられる。寮の内部を見学した

ところ、数人（部屋の大きさによって異なるが 10 ～ 20人程度）の相部屋であり、ベッド、

毛布、シーツなどの基本的な寝具に加えて、トイレ、シャワーなどが整備されていた。簡素

な造りではあったが、寝室やトイレ、シャワー室は清潔に保たれていた。

　　ディストリクトトレーナーからは、ディストリクトINSETの実施内容について聞き取り調

査を行った。研修実施中は問題なかったが、事後処理に十分な時間がとれない点に問題があ

るとのことであった。ディストリクトトレーナーだからといって、本務（所属校の授業）が

軽減されることはなく、本来の業務に加えて休暇中のINSET業務が付加されており、負担が

かかっているためである。研修の事前・事後の業務と、本務が重なる場合には何らかの対策

が必要であろう。

学校名： Kamahuha Girls High School（マラグアディストリクト）

規　模：３学級／４学年、教員数30名、全寮制

面談者：Miss Ngugi（校長）、Mr. Mungai （ディストリクトトレーナー、数学）、ほか１名

　　聞き取り調査の結果、プロジェクトに対する積極的な対応がみられ、ディストリクト

INSETの運営に関する特段の問題点はみあたらなかった。パイロットディストリクト以外か

ら本ディストリクトに転任して間もないディストリクトトレーナー（化学）に対して、対象

外ディストリクトとの違いを聴取したところ、プロジェクト対象ディストリクトにおける学
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校の改善状況が確認された。

　　しかしながら施設面では、前記のKahuhia Girls High School に比べて相対的にやや見劣り

した。物理、化学、生物の生徒用実験室、及び各準備室、食堂・給食施設等について施設整

備状況調査を行った。各実験室ともに十分とはいえないものの、基本的な機能は備わってい

た。ディストリクトINSET用の資機材については、ディストリクトセンターとして指定され

てからまだ日が浅いこともあり、学校購入物品とプロジェクト支援の物品との区別が不明な

ものがあるなど、物品管理体制は必ずしも万全とはいえない。この学校で利用している井戸

水は塩分が強いためにポンプの消耗が激しく、川から汲み上げざるを得ない状況であった。

　　Kahuhia Girls High School 同様、寮の内部を見学したが、こちらも基本的な設備は整って

おり、清潔に保たれていた。

３－１－３　質問票

　配布した質問票は、調査開始時点で回収し、インタビュー等の参考とした。質問票に対する回

答をとりまとめた結果については、付属資料６．アンケート集計結果を参照。

３－１－４　個別インタビュー　

　個別インタビューを通じて、ケニア人カウンターパートがプロジェクトに対するオーナーシップ

を非常に強くもっていること、ナショナルトレーナーとして各ディストリクトにおける研修の状況

や問題点を具体的に把握していること、各人の業務に対して責任感をもって取り組んでいることな

どが確認された。ナショナルトレーナーのなかには、最近採用された者もおり、経験の長いトレー

ナーと比較すると、プロジェクトに対する理解度、かかわり方に差がみられたが、これらも日常の

活動を通じて経験の長いスタッフから徐々に伝達されることが可能な体制となっている。

　特にナショナルトレーナーのなかでも、M&E タスクフォースのメンバーとして、ディストリ

クトINSETや授業観察等の評価を行った経験のあるカウンターパートは、中学校の授業での問題

やディストリクトINSETの課題を具体的に把握しており、これらの問題意識がナショナルINSET

に効果的にフィードバックされていることがうかがわれた。

３－２　プロジェクトの実績

３－２－１　上位目標の達成見込み

　終了時評価調査時点において、上位目標「理数科目についてケニア青少年の能力が向上する」

の達成見込みについて言及することは困難ではあるが、INSET を通じて教師（教授法）の質が改

善されるという効果は明らかであり、教授法の質は生徒の理解度向上のための重要な要素である

ので、INSETを継続的に実施することにより、長期的には生徒の理数科能力の向上が期待できる。
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　　各ディストリクトトレーナーは、計４回ナショナルINSETに参加することで一通りのサイ

クルを終えることになっている。2002年８月のナショナル INSET終了時点でのディストリ

３－２－２　プロジェクト目標の達成度

　プロジェクト目標「パイロットディストリクトにおいてINSETにより中等教育レベルの理数科

教育が強化される」の達成度は、ナショナルレベル及びディストリクトレベルにおける INSET開

催実績、及びその効果（授業改造度）により測定した。いずれの指標についてもおおむね期待さ

れた目標に到達しており、プロジェクト目標は達成できたといえる。詳細は以下のとおりである。

（1）ナショナルレベル

　　（プロジェクト目標の指標）

　プロジェクト終了時までに、KSTCでの INSET が３回実施され、140人以上の教員が本

研修を３回受けて、M&Eタスクフォースが開発したM&Eツールの活用により得られる、

以下の「授業改造度指標」 において、０～４の評価範囲で３以上の総合評価を獲得する。

　①　教師の態度変容度

　②　教授法の質改善度

　③　生徒の態度変容度

　　ナショナルINSETは1999年８月から2002年８月までの間に合計４回実施された。各ディ

ストリクトからの参加者数は表３－５のとおりである。

表３－５　ナショナル INSET参加者実績（ディストリクト別・年別）

ディストリクト

プテレ・ムミアス

グチャ

カジアド

カカメガ

キシイ

ルガリ

マクエニ

マラグア

ムランガ

合　計

サイクル１

1999年８月

サイクル２

2000年８月

サイクル３

2001年８月

サイクル４

2002年８月

生

５

３

４

３

４

４

４

３

３

33

化

５

４

３

４

４

４

３

４

３

34

数

４

３

４

１

４

４

４

４

４

32

物

５

４

４

２

４

４

４

４

４

35

生

６

４

３

４

４

４

４

３

４

36

化

６

４

３

３

４

４

３

４

３

34

数

６

４

４

２

４

４

４

３

４

35

物

４

３

４

１

４

４

４

４

４

32

生

７

４

３

５

４

４

９

６

４

46

化

５

４

４

４

３

４

９

６

４

43

数

４

５

４

４

４

４

９

６

５

45

物

６

４

４

４

４

４

９

８

４

47

生

４

３

３

３

３

４

８

６

４

38

化

５

３

３

６

３

３

９

６

５

43

数

３

４

２

７

５

４

８

５

４

42

物

４

５

４

５

３

４

９

５

７

46
134 137 181 169

（生：生物、化：化学、数：数学、物：物理）
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表３－６　ナショナル INSET参加実績（参加回数別）

参加回数

全４回参加したもの

全３回参加したもの

全２回参加したもの

全１回参加したもの

人　数

102

136

186

227
注：参加者実績は、異動などにより途中で変更となる参加者もいたため、表３－３と表３－４の延べ参加者数は一致しない。

　　M&E タスクフォースの評価ツールによって測定された指標は、PDMe の目標指標である

「授業改造度指標（「教師の態度変容度」「教授法の質改善度」及び「生徒の態度変容度」の

３つから構成される）」の「３以上（評価範囲０～４）」より上回っている（表３－７　参

照）。

表３－７　ナショナル INSET 授業改造度指標測定結果

目　　標

3.0

教師の態度変容度

3.6

平　　均

3.5

教授法の質改善度

3.4

生徒の態度変容度

3.4

　プロジェクト終了時までに、パイロットディストリクトでの INSET が３回実施され、

500人以上の教員が本研修を３回受けて、M&Eタスクフォースが開発したM&Eツールの

活用により得られる、以下の「授業改造度指標 」において、 ０～４の評価範囲で2.5以上

の総合評価を獲得する。

　①　教師の態度変容度                        　　　　　　　

　②　教授法の改善度

　③　生徒の態度変容度

（2）ディストリクトレベル

　　（プロジェクト目標の指標）

　　ディストリクトINSETは2000年４月から2002年４月までの間に合計３回実施された。各ディ

ストリクトにおける参加者数は表３－８のとおりである。なお、サイクル３の参加者数には、

前述のとおり、クラスター再編によるクラスターレベルの参加者が含まれている。500 人以上

の教員が、ディストリクト INSET を３回以上受けるという目標はおおむね達成されている。

クトトレーナーの参加回数は表３－６のとおりである。140人以上のディストリクトトレー

ナーがナショナル INSET を３回受けるという目標はおおむね達成された。
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表３－８　ナショナル INSET参加者実績（ディストリクト別・年別）

ディストリクト

プテレ・ムミアス

グチャ

カジアド

カカメガ

キシイ

ルガリ

マクエニ

マラグア

ムランガ

合　計

サイクル１

2000年４月

サイクル２

2001年４月

サイクル３

2002年４月

生

16

16

19

15

17

11

17

9

10

130

化

10

８

12

14

21

８

18

８

８

107

数

13

14

12

12

19

８

15

９

９

111

物

16

17

22

16

22

８

18

７

９

135

生

34

12

25

15

13

22

13

７

10

151

化

21

８

27

14

13

24

16

７

11

141

数

22

11

14

12

14

15

13

７

９

117

物

34

13

24

16

19

30

14

６

11

167

生

45

19

21

111

38

26

120

79

９

468

化

40

16

25

59

39

32

96

78

８

393

数

36

16

13

63

23

20

78

49

８

306

物

44

32

22

108

46

37

124

90

10

510

483 576 1,677

（生：生物、化：化学、数：数学、物：物理）

　　M&E タスクフォースの評価ツールによって測定された指標は、PDMe の目標指標である

「授業改造度指標」の「2.5 以上（評価範囲０～４）」を上回っている（表３－９　参照）。

表３－９　ディストリクト INSET で得られた指標

目　　標

2.5

教師の態度変容度

3.2

平　　均

3.2

教授法の質改善度

3.2

生徒の態度変容度

3.2

３－２－３　成果の達成度

　PDMeに基づく成果の実績は、表３－10のとおりである。達成が期待される成果２項目目「パ

イロットディストリクトにおいてINSETシステムが確立される」のうち、ディストリクトトレー

ナーのキャパシティビルディング〔指標２ b）〕を除いて成果は達成されたと判断される。

　なお、ディストリクトトレーナーのキャパシティビルディングを測定する指標に関しては、評

価調査時点で、開発された評価ツールによる評価が１回しか行われておらず、ツールの完成度も

高くないことからその結果は必ずしも精度の高いものではない。しかしながら、前述のとおり

「ディストリクトINSETセッション評価」「ディストリクトINSETチェックリストNo．１、No．２」

によって測定するディストリクト INSET の質〔指標２ c）〕については、目標値に達しているこ

とから、結果的には期待されたレベルのキャパシティビルディングがなされたものと考えられ

る。
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表３－ 10　成果の実績

成　　　果

１KSTCにおいてパイロッ

トディストリクトの理数

科分野での指導的教員

（キートレーナー）のた

めの養成研修システムが

確立される。

２パイロットディストリク

トにおいてINSETシステ

ムが確立される。

実　　績

１a）現在、SMASSE INSET ユ

ニットには27名のアカデミッ

クスタッフ、及び９名の管理

スタッフが配置されている。

　b）アカデミックスタッフの能

力は向上（キャパシティビル

ディング）はB以上と評価され

た。

　c）KSTCで実施された INSET

の前後／各セッション評価に

より３以上」が得られた。

２a）現在、９対象ディストリク

トにおいて 140 名以上のディ

ストリクトトレーナー、並び

に40名以上の管理スタッフが

配置されている。

　b）指標として｢２．１｣が得ら

れた。

　c）各セッションの評価ツール

により｢３．３｣が得られた。

目　標　指　標

１a）プロジェクト終了時までに、KSTC

で24人以上のケニア人アカデミックス

タッフと、９人以上の管理スタッフが

プロジェクト活動に従事する。

　b）プロジェクト終了時までに、KSTC

のケニア人アカデミックスタッフが、

プロジェクト外部のタスクフォースが

開発したツールの活用により得られる

「キャパシティビルディング指標」 にお

いて、 B以上の総合評価を獲得する。

　c）プロジェクト終了時までに、KSTC

のINSET が、M&Eタスクフォースが開

発したINSET前後／各セッションの評

価ツールの活用により得られる

「INSETの質評価指標」 において、０～

４の評価範囲で３以上の総合評価を獲

得する。

２a）毎年、140人以上のディストリクト

トレーナーと 40 人以上の管理スタッフ

が、パイロットディストリクトで本プ

ロジェクトに従事する。

　b）プロジェクト終了時までに、パイ

ロットディストリクトのディストリク

トトレーナー が、M&Eタスクフォース

が開発したツールの活用により得られ

る「キャパシティビルディング指標 」

において、０～４ の評価範囲で３以上

の総合評価を獲得する。

　c）プロジェクト終了時までに、パイ

ロットディストリクトの INSET が、

M&Eタスクフォースが開発したINSET

前後／各セッションの評価ツールの活

用により得られる「INSETの質評価指

標」 において、０～４の評価範囲で2.5

以上の総合評価を獲得する。
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成　　　果

３リソースセンターとして

のKSTC、及びディスト

リクトセンターの役割が

強化される。

実　　績

３a）ナショナルトレーナーによ

り、22種類、約２万3,550部が

作成され、配布された。

　b）ディストリクトトレーナー

により、物理学科では20種類、

数学科では３種類、化学科で

は11種類、及び生物科では12

種類の計46種類の教材が作成

された。

目　標　指　標

３a）プロジェクト終了時までに、14タイ

トル以上の出版物等が作成され、目標

数を超える数の出版物等が教育関係者

に配布される〔タイトルと目標数の詳

細は、出版物一覧表（付属資料７．）を

参照〕。

　b）プロジェクト終了時までに、パイ

ロットディストリクトで独自に、INSET

のための教材等が１回以上作成される。

３－２－４　活動の達成度

　活動実績と活動計画を参照した結果、ほぼすべての活動が計画どおりに実施されている。各活

動の詳細は、表３－ 11 のとおりである。

表３－ 11　活動の計画と実績

計　　画

１－１　パイロットディストリクトの中等理数

科教育の現状、問題点、ニーズについ

て調査、分析、評価を行う。

１－２　KSTCにおける４教科の教員養成教育

（Pre-Service）マニュアルの内容、教育

方法を評価する。

１－３　カウンターパートのプロジェクト実施

能力の向上を図る。

１－４　４教科のINSET用のシラバス、カリ

キュラムを開発、作成する。

１－５　INSETに必要な４教科のトレーニン

グ教材を作成する。

実　　績

１－１　1998年ベースライン調査を実施し詳細

に分析した。その結果は、INSETやプロ

ジェクトのインプットに活用された。

１－２　2000年９月、教員養成教育担当グルー

プ（Pre-service group）と第一回会合を開

いた。

１－３　本プロジェクトに関し、日本人専門家

とケニア人スタッフとの相互理解を深め、

本プロジェクトを進めるためのケニア人

カウンターパートの能力は向上した。ま

た、日本研修はよい成果をあげている。

１－４　ベースライン調査結果に基づき、４教

科のINSETカリキュラム、及びシラバス

が作成され、KSTCにおけるINSETで使

用された。

１－５　４教科のINSETマニュアルとして１万

2,000部が作成され、2002年10月までに

配布された。
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計　　画

１－６　パイロットディストリクトにおいて

キートレーナーを選定する。

１－７　開発した教材についてパイロットディ

ストリクトの中等学校数校で試行する。

１－８　KSTCで各パイロットディストリクトの

キートレーナーに対するINSETを実施

する。

１－９　INSETの効果について、すべてのレ

ベル（KSTC､ディストリクト等)におい

て評価を行う。

１－ 10　INSET を補足するためのフォロー

アップ活動を行う。

１－11　各パイロットディストリクトの状況に

適用可能な実験教本、及び実験マニュ

アルを開発、作成する。

１－12　教育･学習教材管理マニュアルを開

発、作成する。

２－１　パイロットディストリクトにおける

INSET実施のための教員及び学校を選

定する。

２－２　 パイロットディストリクトのモデル校

の理数科教育／学習施設を改善する。

２－３　 パイロットディストリクトのモデル校

で INSETを実施する。

実　　績

１－６　９パイロットディストリクトで140名

以上の教員がディストリクトトレーナー

として選出された。

１－７　ASEI レッスンプランがパイロット

ディストリクトで使用された。

１－８　KSTCにて４回の INSET が実施され

た。

１－９　INSET を効果的にM&E するための

ツールを開発し、ナショナル INSET、

ディストリクトINSET、及び教室で使用

された。

１－10　ディストリクトトレーナーのために、

KSTCにおいてフォローアップINSETが

2002年８月に実施された。また、ディス

トリクトトレーナーのために１日ワーク

ショップが教科ごとに開かれた。

１－11　「数学教育におけるオープンエンドア

プローチ（The open-ended approach in

Mathematics education）」が開発され、

2,000部が配布された。また、「物理のよ

い教え方とよい学び方にむけて（Toward

better teaching and learning of Physics）」が

開発され、1,000部が配布された。

１－12　ASEIレッスンプランが開発され配布

された。

２－１　500 名以上の教員がディストリクト

INSETに参加し、ディストリクトINSET

のために14ディストリクトINSETセン

ターが選ばれた。

２－２　すべてのディストリクト INSETセン

ターに、ディストリクトINSET実施に必

要なINSETの資機材、教材、実験道具等

が設置された。

２－３　９パイロットディストリクトにおいて

ディストリクトINSETが３回実施された。
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３－２－５　投入実績

（1）日本側

　日本側の投入実績は、表３－ 12、表３－ 13 のとおりである（評価調査時点の実績）。

1）　長期専門家派遣　合計　７分野　12 名

計　　画

２－４　 MOESTのスタッフ及び各パイロット

ディストリクトの学校管理職を対象に、

教育マネージメント研修を実施する。

３－１　 プロジェクトニュースレター等を発

行し、関連情報を普及する。

３－２　 必要に応じて、中等理数科教員間で

教科に関し、情報を交換する仕組みを

つくる。

３－３　 必要に応じて、理数科教育活動等を

実施し、理数科教育の進展を促進する。

実　　績

２－４　 ステークホールダーワークショップを

４回開催した。また、2002年７月、ナク

ル（Nakuru）において視学官に対する運

営管理コースを開催した。

３－１　 ８回のプロジェクトニュースレターを

計4,800部発行した。また、ベースライ

ン調査報告書、セミナー報告書、啓蒙

ワークショップ報告書、M&E 報告書、

ディストリクト INSET報告書等を発行

した。また、ホームページ（h t t p : / /

www.smasse.org）も作成し、SMASSEプ

ロジェクトの広報に努めている。

３－２　 パイロットディストリクトの各教科の

分科会の新設や活性化を支援している。

キシイ（Kisii）及びマクエニ（Makueni）

ディストリクトにおけるJOCVの分科会

を支援している。

３－３　 SMASSEスタッフが様々なレベルで理

数科活動を促進し改善している。

表３－ 12　長期専門家の派遣実績

指導分野

チーフ

アドバイザー

業務調整

業務調整

物理教育

氏　名

杉山　隆彦

高橋　　勉

長沼　啓一

武村　重和

派遣時所属先

国際協力事業団

国際協力専門員

な　し

（社）青年海外協力協会

広島大学 名誉教授

派遣期間及び合計人月

1998年７月５日～

2003年６月30日

1998年７月８日～

200年７月７日

2000年６月26日～

2003年６月30日

1999年６月９日～

2003年６月８日

59.9M／M

60.1M／M

48.0M／M

１

２

３

４
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表３－ 13　短期専門家の派遣実績

指導分野

化学教育

化学教育

生物教育

生物教育

生物教育

数学教育

数学教育

教育評価

氏　名

曽武川　建

宮川　眞木

秋吉　博之

根平　邦人

深井　比左子

馬場　卓也

徳田　智磯

服部　浩昌

派遣時所属先

株式会社 ジャタコ

株式会社 ブイ・エス・

オー

兵庫県 加西市立 北条中

学校

な　し

な　し

広島大学

な　し

国際協力事業団

ジュニア専門員

派遣期間及び合計人月

1999年 9月 10日～

2001年９月８日

2001年８月13日～

2003年６月30日

1998年８月29～

2000年８月28日

2000年５月25日～

2001年９月30日

2001年８月21日～

2003年６月30日

1999年４月１日～

2000年３月31日

2001年 10月 20～

2003年６月30日

2002年４月６日～

2003年６月30日

46.3M／M

62.5M／M

32.3M／M

14.8M／M

５

６

７

８

９

10

11

12

2）　短期専門家派遣　合計　７分野　33 名

指導分野

運営管理、

教育行政

教育評価

氏　名

石井　眞治

藤本　秀穂

吉森　　護

新井　郁男

中山　玄三

中山　玄三

中山　玄三

派遣時所属先

広島大学

広島県 教育委員会

広島大学

上越教育大学

熊本大学

熊本大学

熊本大学

派遣期間及び合計人月

2001年４月10日～

2001年４月22日

2001年４月10日～

2001年４月22日

1998年８月29日～

1998年 10月 25日

1999年８月12日～

1999年８月26日

2000年８月28日～

2000年９月17日

2001年８月25日～

2001年 10月６日

2002年９月７日～

2002年 10月５日

0.8M／M

5.3M／M

１

２

３

４

５

６

７
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指導分野

物理教育

数学教育

化学教育

氏　名

石田　博幸

石田　博幸

蔦岡　孝則

蔦岡　孝則

蔦岡　孝則

出口　考彦

馬場　卓也

植田　敦三

能田　伸彦

景山　三平

宇佐川　信行

今岡　光範

能田　伸彦

小山　正孝

小山　正孝

吉原　伸敏

岡野　正義

白根　福榮

柳井　宏之

派遣時所属先

愛知教育大学

愛知教育大学

広島大学

広島大学

広島大学

愛媛大学

広島大学

（博士課程在学）

広島大学

筑波大学

広島大学

広島大学付属 高等学校

広島大学

岩手大学

広島大学 大学院

広島大学 大学院

東京学芸大学

広島大学

広島大学

ダイセル化学工業株式

会社

派遣期間及び合計人月

1999年７月１日～

1999年８月31日

2000年７月１日～

2000年９月23日

2001年４月10日～

2001年４月22日

2001年６月25日～

2001年７月29日

2002年５月８日～

2002年６月２日

1998年８月29日～

1998年 10月 25日

1998年８月26日～

1998年９月26日

1999年６月７日～

1999年８月25日

1999年９月20日～

1999年 10月３日

2000年７月５日～

2000年９月２日

2000年８月１日～

2000年８月25日

2001年４月10日～

2001年４月22日

2001年７月15日～

2001年８月４日

2001年７月28日～

2001年８月25日

2002年５月８日～

2002年５月25日

1998年８月22日～

1998年 10月 18日

1999年８月６日～

1999年９月20日

2001年４月10日～

2001年４月22日

2001年６月１日～

2001年８月４日

9.0M／M

9.0M／M

5.9M／M

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26
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指導分野

生物教育

理科教育

氏　名

石橋　　昇

片山　舒康

鳥越　兼治

片山　舒康

池田　秀雄

久家　光雄

池田　秀雄

派遣時所属先

広島大学

東京学芸大学

広島大学

東京学芸大学

広島大学

広島県立 教育センター

広島大学

派遣期間及び合計人月

1999年７月24日～

1999年８月21日

2000年７月15日～

2000年９月30日

2001年４月10日～

2001年４月22日

2001年６月２日～

2001年６月29日

2002年４月６日～

2002年４月21日

2002年１月８日～

2002年３月７日

1998年８月22日～

1998年９月６日

4.7M／M

2.9M／M

27

28

29

30

31

32

33

3）　研修員受入れ　合計　35 名

本邦研修 30 名

長期研修員 ３名

第三国個別研修 ２名（フィリピン大学 国立理数科教育開発研究所）

4）　機材供与　合計　１億 2,200 万円

教材作成用機材、実験用資機材、視聴覚機器、書籍、マークシート読み取り機、車

両等

5）　現地業務費　合計　１億 3,800 万円

ディストリクト INSET M&E経費

ディストリクト INSET センター整備経費（教育資機材等）

技術交換など関連事業視察経費

国際セミナー開催経費（東部・南部・中央アフリカ諸国対象）等

（2）ケニア側

1）　カウンターパートの配置　 合計　31 名

教育省（次官、視学官、次席視学官）　 ３名

KSTC（校長、INSETユニット長）　 ２名

ナショナルトレーナー　26名（物理７名、数学７名、化学６名、生物６名）
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2）　その他要員の配置合計　９名

秘書３名、事務員２名、運転手４名

3）　土地・施設の提供

KSTC施設（研修室、宿泊棟、用地等）、教育省内事務室、ディストリクトINSETセ

ンター

4）　ローカルコスト負担　合計　5,800 万ケニアシリング（約 8,700 万円）

３－３　プロジェクトの実施プロセス

３－３－１　INSET 実施体制及び実施プロセス

（1）ケニア政府及び MOEST のプロジェクトに対する協力体制

　　プロジェクト開始当初は、ケニア政府からの予算負担や人員配置は必ずしも十分ではな

かったが、プロジェクトの発展に合わせて日本、及びケニア側のプロジェクトスタッフが強

く働きかけをした結果、ケニア政府及び教育省関係機関はプロジェクトに対する理解を深

め、全面的に協力を行うようになった。

　　ケニア政府は、構造調整政策の下大幅な公共支出削減（1999 年から３年間で 30％削減）

を強いられているなかで、プロジェクト運営経費をMOESTの経常予算のなかで確保し、時

に予算執行の遅れはあったものの確実に執行してきている。人員配置面においても、教員雇

用を担当するTSCがKSTCの INSET ユニットのスタッフ全員を専属の常勤職員として雇用

し配置している。更に終了時評価調査直前に、TSCはSMASSE INSETユニット、及びナショ

ナルトレーナーを正式な組織・職種として認定し、同時にナショナルトレーナー全員を１階

級昇進させることを決定し、全員に通知した。

（2）ナショナル INSET

　　INSET ユニットのカウンターパートはプロジェクト開始当初８名のみであったが、中間評

価調査後に23名に大幅に増員され、終了時評価調査時点では合計27名が配置されていた。

初期のスタッフの一部は既に職を離れているものの、カウンターパートの定着率は約８割と

高くプロジェクト実施体制は安定している。カウンターパートは、プロジェクト活動を通じ

て自国の発展に貢献しているという自負を感じており、ディストリクトトレーナーや周辺国

からの研修員などに対して指導的立場になることで自信をもち、カウンターパートとして働

くモチベーションを高めていることがインタビューで確認された（付属資料６．アンケート

集計結果　参照）。

　　ケニアにおいて、ドナーが研修経費を全額負担するだけでなく、研修参加者に手当を支払

うことが一般的となっていたが、このような形態の事業はドナー撤退後の持続性に疑問が呈
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されていた。したがって、本プロジェクトにおいて、将来的にケニア側が独自に研修を継続

的に運営していくことができるように、開始当初からできる限りケニア側の負担を求めてき

た。1999年８月に実施した第１回ナショナルINSETについては、MOESTの十分な予算措置

がなされなかったので、研修参加者に研修経費及び参加旅費の負担を求めた（１人当たり

1,000ケニアシリング）。当初は参加費が自己負担であるのに加えて、他ドナーの研修では通

常支給される研修手当（Sitting Allowance）が支給されないことを理由に出席を拒むものも

いたが、結果的には研修対象者として選定した 144名のうち 136名が参加した。その後、ナ

ショナルINSETの参加者数は、異動などによる人員交代などもあったが年々増加しており、

その必要性が徐々にケニア国内において認められてきたことがうかがえる。第２回以降のナ

ショナルINSETについては、MOEST予算及びSMASSE基金から研修経費が支出されている

（３－１－１　資料分析の項　参照）。

（3）ディストリクト INSET

　　ディストリクトINSETは、DPCが責任をもって実施する体制となっており、DPCメンバー

であるDEO、プロビンスコーディネーター、ディストリクトコーディネーター、ディストリ

クトINSETセンター校長、ディストリクト校長会、ディストリクトトレーナーが各ディスト

リクトでプロジェクト活動に参加している。これらのDPCメンバーに、プロジェクトの考え

方や進め方を理解してもらうために、1999年から年１回ステークホルダーワークショップを

開催している。このワークショップを通じて各ディストリクトのDPCメンバーは、プロジェ

クト活動がめざすべき方向や INSET 実施上の問題解決策などを理解し、ディストリクト

INSET運営の改善につなげている。ナショナルINSETに参加したディストリクトトレーナー

のうち、継続して元の中等学校に勤務している者の数は年々増加しており、2002年時点で

168 名、定着率は 90％以上となっている。

　　ディストリクト INSETはこれまでに３回開催され、１回目は483名、２回目は576名、３回

目は1,677名が参加した。ナショナルINSET同様、開始当初は研修手当が支払われないため

に、研修をボイコットする者もいたが、ナショナルトレーナーやディストリクトトレーナー

による説明を受けて納得して研修を受けるようになった。

　　研修経費は各ディストリクトで積み立てられたSMASSE基金で賄われており、ディストリ

クトレベルでは DPC が DEB の承認を受けて SMASSE 基金の徴収と管理を行っている。

SMASSE基金は、各ディストリクトごとに徴収率や支出状況などのばらつきがあるものの、

2000年には平均徴収率が40％であったものが、2002年には平均73％に向上しており、各ディ

ストリクトにおいてINSETに対する理解が深まっていることがうかがえる。また、研修参加

者１人当たりの単価に関しても、第１回（2000年４月）には平均２万3,399 ケニアシリング
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（約３万 5,000 円）であったのに対し、第３回（2002 年４月）にはクラスター再編による参

加対象者増加もあって平均 4,749 ケニアシリング（約 7,000 円）となっており、徐々に効率

的な研修実施が可能となってきている。

３－３－２　活動のモニタリングとフィードバック

　前述の評価ツールを用いて、M&Eタスクフォースが中心となってナショナル INSET（前後、

実施中）、ディストリクト INSET（前後、実施中）及び教室活動（INSET 実施時期以外）につい

てM&E を実施している。

　ナショナル INSET については、研修の参加者であるディストリクトトレーナーも評価を実施

し、評価結果に基づき INSET 終了後の反省会を行い、次回 INSET の改善につなげられている。

　ディストリクトINSETについては、M&EタスクフォースのメンバーがディストリクトINSET

開催期間中に各ディストリクトを訪問して評価を行い、評価結果は、取りまとめ分析されたのち

に、次のナショナルINSETにおいて発表される。この場では、評価結果の説明に加えてディスト

リクト INSET の改善策についても紹介される。

　INSET実施時期以外に行われるM&Eは、主に指導・学習プロセスに焦点をあてて行われる。

教室における活動が評価対象となるので、タスクメンバーは各ディストリクトの学校を訪問し、

実際の授業を観察することによって評価を行う。主に授業観察によって行われた評価結果につい

ては、授業後に教師と評価者とで議論し、教師にフィードバックされる。このほか、生徒の理解

度や授業への参加度については、プロジェクト対象ディストリクトと対象外ディストリクトとで

対照調査を行った（2002 年度に各２ディストリクトずつ実施）。

　このようにナショナル INSET、ディストリクト INSET、教室での活動、各々のレベルにおいて

活動のM&Eが行われ、かつ、その結果が次の活動の改善のために活用されており、活動の質の

向上・維持のためにM&E 活動が有効に用いられている。

３－３－３　ASEI アプローチ

　プロジェクト開始当初、ケニアの理数科教育の問題点を分析した結果、活動（Activity）、生徒

（Student）、実験（Experiment）、工夫（Improvisation）の頭文字で表した４つの視点を重視したプ

ロジェクトの改善スローガンASEI が掲げられた。このスローガンは、現地のカウンターパート

によって理解・支持され、SMASSE をとおして普及していった。最後の I（工夫）については、

特にケニアなど開発途上国の教育現場の状況に合わせたものであるが、その他のA（活動）、S（生

徒）及び E（実験）については、日本をはじめ先進諸国においても教育の現場において完全には

定着し得ていない教育における重要な課題である。今後もこのスローガンはプロジェクト展開の

うえで大きな効果が期待できる。上記４つの視点のうちで、E（実験）やI（工夫）など実験技術・
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技法に関する技術移転は比較的容易で、SMASSEのナショナルINSETにおいてもカウンターパー

トをとおしてほぼ定着した。こうした意味でSMASSEはケニアの理数科教育に対して、大きなイ

ンパクトを与えつつある。しかしながら、A（活動）、S（生徒）という視点での教授技術・技法

に関する技術移転には困難な点があり、かつ時間を要する。活動・生徒という課題は、理数科教

育の中心命題であると同時に、それらが定量可能な生徒の学力に必ずしも直ちに反映するもので

はないことは、先進諸国の教育においても多くの例で示されている。ナショナルINSETを担当し

ているカウンターパートの一部では、この本質部分に自ら気づき、これらの点に関して自発的に

議論を始めている。

３－３－４　アフリカ域内諸国との連携

　JICAは、サブサハラアフリカ地域において技術協力プロジェクト、個別専門家や青年海外協力

隊の派遣を通じて教育分野の協力を行っている。本プロジェクトでは、プロジェクトの早い段階

から周辺国の類似プロジェクトの訪問や他プロジェクトチームの視察を受け入れることなどを通

じて各国の状況を把握していた（表３－ 14　参照）。

表３－ 14　連携事業実績

年　月

1999年１月

1999年６月

1999年７月

2000年８月

2001年２月

2001年３月

2001年８月

2001年９月

2002年３月

2002年８月

2002年８月

内　容

ウガンダ DfIDプロジェクト訪問

ウガンダ DfIDプロジェクト訪問

ガーナ小中学校理数科教育改善計画チーム受入

マラウイ個別専門家（教育政策アドバイザー）受入

ガーナ小中学校理数科教育改善計画カウンターパート

受入

南アフリカムプマランガ州中等理数科教育再訓練計画

（専門家チーム派遣）訪問

ザンビア個別専門家（教育政策アドバイザー）受入

ガーナ小中学校理数科教育改善計画チーム受入

フィリピン 国立理数科教育開発研究所訪問

マラウイ個別専門家（教育政策アドバイザー）受入

マラウイ個別専門家カウンターパート受入

種　別

技術交換

技術交換

技術交換受入

技術交換受入

第三国個別研修受入

技術交換

技術交換受入

技術交換受入

技術交換

技術交換受入

第三国個別研修受入

　このような活動を通じて、アフリカ地域諸国の教育セクター（特に理数科教育）において共通

する問題を抱えていることを確認し、これら共通の問題解決にはアフリカ諸国間のネットワーク

構築が有効であると考えられたため、ケニアにおいて国際ワークショップ（Regional Conference

on Mathematics and Science Education at Secondary School level in Eastern, Central, and Southern
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Africa）を開催した。2001年２月に開催した第１回ワークショップにおいては、周辺11か国が参

加し、各参加国における理数科教育の現状を中心に問題点が分析され、そのなかから多くの共通

事項が確認された。共通の課題解決に向けて、INSETの制度化、新規教員養成の内容改善、教科

研究会の活動推進などが提言として採択された。このワークショップにより形成されたアフリカ

域内諸国ネットワークの運営事務局が、本プロジェクト内に設置され、将来的なアフリカ域内協

力の拠点が形成されつつある。この国際ワークショップのフォローアップとして、2002年１月に

マラウイ（ドマシ教員養成大学）において合同研修を開催した。本プロジェクトからは、７名（カ

ウンターパート５名、専門家２名）が参加し、INSET の持続的組織・制度づくりとASEI に基づ

く理数科教育を紹介した。
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第４章　評価結果

４－１　評価５項目の評価結果

４－１－１　妥当性

　本プロジェクトがめざす理数科教員に対するINSETを通じた理数科教育の質の向上は、ケニア

の国家政策及び社会的なニーズ、並びに日本の政府開発援助（Official Development Assistance：

ODA）政策に沿ったものであり、プロジェクトの妥当性は高いと判断できる。

　INSET はケニアの国家政策として明確に位置づけられている。教育訓練マスタープラン

（Master Plan for Education and Training：MPET）1997 ～ 2010 年、及び教育システム調査コミッ

ションレポート（Totally Integrated Quality Education and Training：TIQET）では、教員の教育学

的な知識や授業運営スキルを改善するために、定期的かつ継続的なINSET実施の必要性に言及し

ている。また、INSETは、ケニア政府が作成した貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy

Paper：PRSP）実行計画のなかにも人的資源開発の一部として組み込まれ、同時に中期支出枠組

み（Mid-Term Expenditure Framework：MTEF）2000 ～ 2003 年にも反映されている。

　ケニアの中等教育については、世界銀行や国際通貨基金が公共支出削減のために教員数の削減

を勧告するほど生徒数に対する教員数は十分であり、この意味からも新規教員養成に比べて、

INSET の必要性は高いといえる。

　ケニアの社会では、あらゆる段階の教育の水準を向上させることに強い関心をもっており、教

育の改善によって国家の工業化の達成、経済状況が改善されることをめざしている。工業化達成

のために、現状では他科目に比べて著しく学力が低い理数科教育の改善を図ることは、ケニア社

会のニーズに応じた適切なアプローチであるといえる。

　プロジェクト活動は、両親及び学校の財政的支援を受けて実施されており、地域社会にも受け

入れられている。さらに、KSSHAは、現在対象地区が限定されている本プロジェクトのINSETの

対象地区を全国に拡大すべきであるとの決議を採択し、MOESTに対してこれを要請した。これら

はINSETの必要性が学校、及び地域社会においても認められていることの現れであるといえる。

　日本のODA大綱、及びODA中期政策では貧困削減と社会開発推進のために、途上国の人材育

成、特に教育分野の支援に高い優先度をおいており、昨今ではカナナスキスサミット（2002 年

６月）や持続可能な開発のための世界首脳会議（World Summit for Sustainable Development：

WSSD）（2002 年８月）においても、日本政府は基礎教育分野、理数科教育に対する支援に注力

していくことを表明している。対ケニア国別援助計画、及び JICA 国別事業実施計画においても

教育／人的資源開発を重点分野としている。また、国際教育協力懇談会最終報告（文部科学省、

2002 年７月）において、理数科教育及び INSET に対する支援は、日本の教育発展の経験を活用

した協力であるという点からも積極的に推進するべきであるとの提言がなされており、日本が行
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う技術協力として妥当なものである。

４－１－２　有効性

　プロジェクト目標（パイロットディストリクトにおいて、INSETにより中等教育レベルの理数

科教育が強化される）の達成度は、ナショナルレベル及びディストリクトレベルにおける、INSET

開催実績及びその効果、授業改造度すなわち教師の態度変容度、教授法の質改善度、生徒の態度

変容度の各指標により測定されるが、いずれの指標についてもおおむね期待された指標に到達し

ており、プロジェクト目標は達成できたといえる。

　プロジェクト目標の達成には、ナショナルレベル及びディストリクトレベルにおけるINSETシ

ステムの構築、KSTC、及びディストリクトセンターの強化という３項目の成果達成が大きく貢

献しており、教育の質的改善のためには教員の質的改善、INSETの実施・システム構築というア

プローチが有効であったといえる。しかしながら、ディストリクトINSETの評価（INSET運営方

法に関する参加者及びナショナルトレーナーによる評価）及びディストリクトトレーナーの能力

評価によって測定されるディストリクトトレーナーのキャパシティビルディングについては、ま

だ完全とはいえず更なる強化が必要である。

　プロジェクト目標達成のための外部条件として「DEBの支援が今後とも継続されること」とい

う条件を設定していたが、すべてのディストリクトにおいて、DEBから SMASSE 基金徴収など

特に財政面において、継続的な支援を得られた。DEBからの支援を効果的に得られたことも目標

達成に大きく貢献した。

４－１－３　効率性

（1）投入の活用度

　　日本人専門家については、なかには英語によるコミュニケーションの問題がみられたケー

スがあったものの、人数・資質・タイミングの観点においておおむね適切であり、すべての

活動に貢献した。特に、アフリカ地域での JOCV（理数科教師）としての協力経験をもつ専

門家が多く、この経験がアフリカにおける教育の現状把握やフィールドでの活動、ケニア人

との共同作業などを効率的に進めることに役立ったものと考えられる。

　　プロジェクトの供与機材については、ほとんどがケニア国内で調達され、適時に供与され

た。主な機材は、教材作成用のコピー機やパソコン、理数科実験器具（実験器具作成用の材

料を含む）、車両等であり、いずれも高度な機材ではなくケニアにおいて一般に流通してい

るものであり、ケニア側による維持管理には何ら問題はない。ディストリクト INSET セン

ターに供与された資機材についても、ディストリクト INSET のモニタリングに合わせてナ

ショナルトレーナーが管理状況をチェックし、必要に応じて指導を行っており、おおむね適
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切に管理・運用されている。

　　本プロジェクトのカウンターパート研修は、本邦における集団・個別研修に加えて、長期

研修やフィリピンにおける第三国研修など多様な研修を実施した。これらの研修は、ナショ

ナルトレーナー及びディストリクトトレーナーのうち、活動に積極的に参加し、パフォーマ

ンスの高いものから優先的に参加できるようにしており、知識や技術的な能力を向上させる

だけでなく、トレーナーとしてのモチベーションを高める要因ともなっている。

　　現地業務費は、ディストリクト INSET M&E のための経費や INSET 資材購入費、ワーク

ショップ開催費等に充てられ、支出額及びタイミング共に適切であった。

　　なお、日本側の投入（機材供与費、現地業務費）について、直接受益者（教員約2,000人）、

及び間接受益者（生徒約 11万人）に関する１人当たりのコストを算出すると、各々約 13万

円（教員１人当たり）、約2,300 円（生徒１人当たり）となり、コスト面でも非常に効率性の

高いプロジェクトであるといえる。

　　ケニア人カウンターパートは人員的に十分であり、配属時期も適切であった。また、プロ

ジェクトを担うナショナルトレーナーはいずれも意識が高く、プロジェクト活動の促進に大

きく貢献した。

　　ケニア政府は、全体的に厳しい財政状況のなか、十分な予算をプロジェクトに割り当てて

おり、執行状況も適切であった。また、各学校から徴収された SMASSE 基金は、2002 年度

については目標積立額の約 73％が徴収されており、ディストリクト INSET を実施するため

に十分な額が積み立てられていた。支出状況については、ディストリクトごとにばらつきは

あるものの、プロジェクトが設定した費目ごとの望ましい支出割合（宿泊費45％、施設費15

％、交通費 10％、資材費 15％、維持費 10％、その他 5％）にできるだけ近い割合で支出さ

れるようになっており、効率的に支出されるようになってきている。

　　ナショナルINSET及びディストリクトINSETは、いずれも既存の施設（ナショナルINSET

はKSTC、ディストリクト INSETは中学校）を休暇中に使用しており、既存施設を最大限有

効活用することで経費の支出を抑えており、効率的な INSET 実施が可能となっている。

　　日本・ケニア側の投入の活用度、及びローカルリソースの活用という両方の観点で、本プ

ロジェクトの効率性は高いといえる。

（2）カスケードシステムの見直し

　　カスケードシステムによるINSETは、ナショナルレベルとディストリクトレベルにおいて

効果的に機能したが、最下層であるクラスターレベルにおいては、ナショナルレベルに比べ

て INSET内容の希薄化、参加者１人当たりの高単価、及び不適切な時間管理等、非効率な運

営がなされていることが確認され、当初想定したようには機能しなかった。このような問題
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を解決するために、クラスターレベルの廃止や、１ディストリクトセンターで対象とする教

員の基準数を200名として、大規模ディストリクトには複数のセンターを設置するなどのカ

スケードシステムの再編を行い、現状ではより効率的なシステムとなっている。

４－１－４　インパクト

（1）上位目標達成見込み

　　終了時評価調査時点において、上位目標「ケニア青少年の理数科教育の能力が向上する」

の達成見込みについて言及することは困難であるが、INSETを通じて教師・教授法の改善、

理数科教育の質が改善されるという効果は明らかである。教授法の質は生徒の理解度向上の

ための重要な要素であるので、INSETを継続的に実施することにより長期的には生徒の理

数科能力の向上が期待できる。

　　しかしながら、本プロジェクトの対象地区がケニア全土 70 ディストリクトのうち９ディ

ストリクトに限られていること、本プロジェクトで導入したASEIというスローガンへのア

プローチに基づく授業計画が、作成・実践された単元も全カリキュラムのなかでは限定され

ていることを考慮すれば、ケニアの理数科教育全体に与えるインパクトは、おのずと限定的

にならざるを得ない。

（2）プロジェクトによる正のインパクト

　　INSETのインパクトは、教授法の改善という現職教員の態度の変化に現れていることが、

モニタリング・評価の結果から確認された（付属資料７．モニタリング・評価（M&E）レポー

ト　参照）。また、ASEI アプローチに基づく授業によって、生徒が授業に向かう態度につい

てもプラスの変化が確認されている。プロジェクトによるINSETの効果は、パイロットディ

ストリクト内の中等学校の教室において、授業の変革という形で確実に現れてきたといえる。

　　KSSHA が全国の理数科教員に対して INSET を実施するよう、MOEST に要請する決議を

全国会議において採択した。これは、INSET の効果がパイロットディストリクトのみなら

ず、対象地域以外においても認められたことを意味しており、５年間のインパクトとしては

当初は期待し得なかった正のインパクトであるといえる。また中等学校においても、理数科

以外の科目（言語、美術、技術）を担当する教員が、ASEI アプローチに基づく授業手法に

関心をもって見よう見まねで実践している事例などが確認されており、本プロジェクトがケ

ニア教育界に大きなインパクトを与えたことがうかがえる。

　　また SMASSE のインパクトは、ケニア国内のみならずアフリカ地域周辺国にも及んでお

り、ケニアで開催した国際ワークショップでは、理数科教育に関する共通の課題が認識され

るとともに、その問題解決のための本プロジェクトのアプローチ（現職教員に対する研修を
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定期的に実施すること、ASEI アプローチに基づく授業を実践すること、研修事業を受益者

とのコストシェアリングで行うことなど）が参加国の関心を呼び、ケニアを中心とするネッ

トワークがゆるやかながら形成されつつある。このネットワーク構築は、持続可能な開発サ

ミット（2002年８月）において、日本政府が「アフリカにおける理数科教育のための能力開

発ネットワーク」の設立を支援することをタイプ２文書として登録したことから、更に強固

になることが期待されている。

（3）プロジェクトによる負のインパクト

　　本プロジェクトによる負のインパクトは、特にないものと考えられるが、KSSHA が

SMASSE対象ディストリクトと対象ディストリクト以外との間の教育格差が広がることを懸

念している。

４－１－５　自立発展性

　本プロジェクトは、ケニア国家政策上の位置づけ、財政面、組織制度面、ASEIアプローチの適

用度などから判断して、自立発展性は非常に高いものと判断できる。

（1）政策面

　　ケニアMillennium Development Goals レポートでは、ケニアは2020年までに工業化するこ

とをめざしており、理数科教育を重要視している。このようにプロジェクト開始後に発表さ

れた政策文書においても、理数科教育及び INSETの重要性が強調されており、中等理数科教

育分野において定期的にINSETを継続することは、ケニア政府の国家政策に合致している。

（2）財政面

　　ケニア政府の本プロジェクトに関する予算は、既にMTEF（2002、2003年）にも計上され

ており、今後も継続して確保されることが期待できる。また、本プロジェクト予算は経常予

算として確保されており、流動性の高い開発予算に比較して確保できる可能性が高い。

　　ディストリクトレベルでは、授業料の一部をINSET経費として積み立てるというSMASSE

基金が正式に制度化されており、かつ親に追加負担を求めることなく徴収できる仕組みであ

るので、ディストリクトINSETの財政基盤は確立されているといえる。この基金の管理のた

めの財務管理ツールもプロジェクトにより開発され、ケニア人のみで管理されているため、

今後も維持していけるものと考えられる。

（3）INSET 実施体制

　　INSETの実施体制はナショナルレベル、及びディストリクトレベルで確立されており、い
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ずれのレベルにおいてもケニア人が主導的にINSETを運営する体制となっている。プロジェ

クト期間を通じて、これらのINSETに携わるステークホルダーのオーナーシップは徐々に涵

養されてきており、「自らの事業である」という意識で INSETにかかわっているので、この

実施体制は今後も維持されていくものと考えられる。

　　INSETの継続的な実施にはナショナルトレーナー、及びディストリクトトレーナーの定着

が重要であるが、ナショナルトレーナーの定着率は83％、ディストリクトトレーナーについ

ても対象者のうち94％が継続的に３年間中央研修に参加しており、両トレーナーは確実に定

着しているといえる。これまで特別の待遇措置はなされていなかったが、ナショナルトレー

ナーについては、終了時評価調査直前に政府の公式な職務として認定されるとともに、ディ

ストリクトトレーナーについても終了時評価調査時の合同調整委員会（Joint Coordinating

Committee：JCC）において、公式認定証の発行をMOEST 及び TSC が確約したので、いず

れもトレーナーとしての身分は一定程度安定したものとなった。

（4）KSTC スタッフの能力と雇用

　　ナショナルトレーナーは、ナショナル INSET を管理し、必要に応じて INSET の内容を改

善できる能力を十分もっている。ナショナルトレーナーの雇用はTSCにおいて確保されてお

り、ナショナル INSET ユニットの体制は、今後も維持されるものと期待できる。

（5）ケニアにおける ASEI/PDSI アプローチの定着度

　　ASEI/PDSI アプローチは多くのディストリクトトレーナーに定着している。また、セミ

ナーやワークショップをとおして、校長や視学官のASEI/PDSIアプローチに対する理解も深

まっており、確実に浸透し始めている。

４－１－６　阻害・貢献要因の総合的検証

（1）計画内容に関するもの

1）　効果発現に貢献した要因

①　事前の調査及びベースライン調査

　　本プロジェクトは、開始までに、プロジェクト形成調査（２回）、基礎調査、長期調

査と、時間をかけて丁寧な調査を行ったうえで、ケニアの中等理数科教育を強化する

という目的達成のために最適なアプローチを選択しており、計画策定段階から到達点

を見据えた詳細な計画策定が可能であった。また、これらの一連の調査には、のちに

プロジェクトのチーフアドバイザーとなる国際協力専門員や国内委員などがかかわっ

ており、計画から実施のプロセスに一貫性が保たれていただけでなく、数回の調査を



－ 53 －

重ねる過程でケニア側との信頼関係を徐々に構築できたことも、プロジェクトを成功

に導いた要因であると考えられる。

　　また、プロジェクト開始直後（1998年）に、カウンターパートとともにベースライ

ン調査を実施し、ケニアが抱える理数科教育や教員の問題点等を詳細に分析して、カ

ウンターパート、及びディストリクトのステークホルダーなどと共有したことにより、

プロジェクトを推進する立場にある者が、同じ問題意識、目標を共有できたことも効

果的な活動の実施に貢献したといえる。

②　M&E活動

　　プロジェクト活動のなかに、活動そのものについて内部でM&Eを行う活動を組み

込んだことで、非常に詳細にM&E及びフィードバック・改善が可能となった。通常

のJICA事業評価サイクルでは、中間（開始後プロジェクト全体期間の半分を経過し

た時点）及び終了時（終了時半年前）にのみプロジェクトの評価を行う仕組みになっ

ているが、プロジェクト活動の一環として評価のを組み込むことにより、短いスパ

ンでの活動の軌道修正や改善が行えるだけでなく、継続的なモニタリングデータの

蓄積が可能となり、プロジェクト活動の進捗管理や活動の質を保つことに役立って

いる。

③　INSET 制度化のためのMOEST の関与

　本プロジェクトでは、計画時点からINSETを政策として制度化することをめざして

おり、そのために、開始当初から MOEST 次官をプロジェクトの責任者（Projec t

Director）、MOEST 次席視学官をプロジェクト運営の実務的な担当責任者（National

Project Coordinator）と位置づけ、MOEST本省をプロジェクト運営に巻き込んでいた。

プロジェクトの拠点は、MOEST から物理的に離れたKSTCであったが、JCCやプロ

ジェクト運営委員会（National Working Committee：NWC）等の定期的会合の場や、

日常的な打合せ等を通じて強固な関係を築くことにより、プロジェクトの円滑な運営

に役立った。

2）　問題を惹起した要因

　　特に確認されなかった。

（2）実施プロセスに関するもの

1）　効果発現に貢献した要因

①　カウンターパートのオーナーシップ

　　本プロジェクトでは、カウンターパートをはじめ、ケニア側関係者が「自らのプロ

ジェクトである」というオーナーシップをもつことが、プロジェクトを成功させる鍵
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であると認識し、日本人専門家は常に自らが前に出るのではなく、ケニア人カウン

ターパートと一緒に考えて活動する、カウンターパートをサポートするという姿勢で

協力を行った。日本側がプロジェクトを引っ張るのではなく、ケニア人が主体的に「自

分たちのプロジェクト」として運営する体制が構築されており、ディストリクト

INSETにおいて発生する問題もケニア人カウンターパートによって解決されるなど、

自立的なプロジェクト運営が可能となった。

②　ローカルリソースの活用と自立発展性

　本プロジェクトの特徴は、高い自立発展性を確立したことにあるといえる。従来のプ

ロジェクトでは、プロジェクト終了後には援助受入国政府が事業を引き継ぎ、発展さ

せていくことを期待して協力を行うが、その実現は先方政府予算や人材の不足などか

ら困難を伴うことが多い。しかしながら、本プロジェクトでは、自立発展性を

「SMASSEトライアングル」、「運営・管理（Administration）」、「財政（Finance）」、「実

施者（Implementation）」の３要素が事業の持続には、必要不可欠であるという考え方

を表したもの）という概念で表し、常にこれら３要素の強化・確立に力を入れてきた。

結果として、ナショナルレベル及びディストリクトレベルにおける組織づくり、及び

前述のステークホルダーワークショップを通じた組織の強化（「運営・管理」）、

MOEST 恒常予算の確保、ディストリクトレベルにおける SMASSE 基金の実現（「財

政」）、及びINSETトレーナーの育成（「実施者」）の３者をバランスよく確立させるこ

とにより、自立発展性を高めることが可能となった。このプロセスを成功に導いた要

因として考えられるのは、ローカルリソース（外から持ち込むものではなく現場にあ

るもの）の活用という思想を徹底したことであろう。特に、財政面での自立発展性確

保の要因として、毎年学校に納められる授業料の一部をSMASSE基金として積み立て

るという、一切の追加負担を強いない受益者負担の仕組みを確立したことは、ローカ

ルリソース活用の成功例といえよう。

　　また、ローカルリソース活用の考え方は、ASEIアプローチによる授業においても実

践されている。ASEIで導入される実験はいずれも、高価な実験器具を必要とせず、首

都圏及び地方においても、現地で容易に入手可能な素材を用いて簡単に製作できる実

験道具を用いている。このような工夫によって、INSETで紹介する新しい授業法も現

地に適用可能となり、定着しやすくなったと考えられる。

③　ケニア側スタッフのモチベーション向上及び維持

　　INSET を定期的に実施し、継続的に発展させることのできた要因の１つとして、

INSETの中核的な実施主体となるナショナルトレーナー（カウンターパート）、及び

ディストリクトトレーナーが高いモチベーションを維持できたことがあげられる。多
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くのプロジェクトにおいて、カウンターパートをはじめとする援助受入国側スタッフ

の意欲の低さが、活動の進展を阻害することに悩まされており、それを給与待遇の低

さに起因するものと考えられている。しかしながら、本プロジェクトの場合には金銭

的インセンティブを与えることなく、ナショナルトレーナーやディストリクトトレー

ナーのプロジェクト活動に対する貢献意欲を高めることに成功している。

　　ナショナルトレーナーの場合、トレーナーのなかでめざましい活躍をしたと考えら

れる者から優先的に本邦研修や第三国個別研修、技術交換事業等の海外出張、及びケ

ニア国内の地方出張等の機会が与えられており、直接的な金銭的インセンティブがな

くとも、このような機会を得られることがモチベーション向上の大きな要因となって

いる。カウンターパートの定着率は80％を超えており、プロジェクト活動に参加する

ことによって得られる満足感や自己実現意識等、内面的な充足によってモチベーショ

ンを維持していると考えられる。

　　ディストリクトトレーナーの場合、通常の形態であれば研修に参加するだけで研修

手当を得られることが直接的なインセンティブになると考えられるが、本プロジェク

トは研修参加手当の支給を断固として行っていない。しかしながらプロジェクト開始

当初こそ大きな反発があったが、研修の質を高め、真に効果的な研修を提供すること

によって参加者の意欲を高め、また研修効果が実際の教室で実感できたことで継続的

な参加を得ることができた。この点は中央研修に参加するディストリクトトレーナー

のみならず、地方研修に参加する現職教員も同じことがいえる。

　　中央から学校現場まですべての関係者が金銭的なインセンティブによらず、プロ

ジェクト活動によって得られる自信や精神的な満足感、自分たちの国のために貢献し

ているという自尊心に基づいて活動を行うことが、プロジェクトの効果発現に大きく

貢献していると考えられる。

④　ステークホルダーワークショップの実施

　　1999 年から毎年、パイロットディストリクトのDPCメンバーを対象とするステー

クホルダーワークショップを開催した。本ワークショップにおいて、DEBやディスト

リクト INSETセンターの校長等DPCメンバーが、全ディストリクトにおける INSET

実施上の問題点を共有し、その解決策を全員で考えるようにした。このようなワーク

ショップを通じて、全ディストリクトのステークホルダーがプロジェクト方向性や課

題を共有することは、物理的に離れた場所で実施する活動の実施体制を強固なものに

すると同時に、円滑なプロジェクト活動の推進に貢献した。
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2）　問題を惹起した要因

①　ディストリクトトレーナーの能力開発

　　M&Eの結果では、ディストリクトトレーナーのキャパシティビルディングが十分で

はないという結果が出た。評価に用いたツールの信頼度が高くないことは第３章で指

摘したが、加えて、ディストリクトトレーナーはトレーナーであると同時に現職の教

員であり、毎週25コマ程度の授業を担当しながら地方研修を準備・運営することは相

当の負担となる。プロジェクト専属であるナショナルトレーナーに比べれば、おのず

と限界があるものと考えられる。

②　カスケードシステム

　　INSETの実施に関し、当初はナショナルレベルからディストリクトレベル、ディス

トリクトレベルからクラスターレベルへと広がる３段階のカスケードシステムを計画

したが、INSETの質はカスケードの下位にいくほど低下する傾向がみられ、かつ非効

率となることが判明した。また、ディストリクトINSETの実施に関してディストリク

トの自主性を尊重したために、初期においては研修運営方法や経費支出割合等に関し

て相当のばらつきがみられた。

４－２　結　論

（1）本プロジェクトは、アフリカにおいて日本が実施した初の教育プロジェクトであるが、INSET

のシステム構築、及び理数科教育の質的向上（特に授業法の改善）という成果を達成したとい

う点に加えて、プロジェクト運営方法に関しても独自のアプローチを用いたという点におい

て、他のモデルとなり得る成功プロジェクトである。

（2）特に、アフリカにおいて常に課題となる援助の自立発展性に関して、ケニア側のオーナー

シップを尊重し、自助努力の精神を具体化した「受益者負担の原則」を導入など独自の取り組

みを行い、プロジェクトの自立発展性を確立させたことは特筆に値する。

（3）「INSETを通じて理数科教育の質を上げる」というプロジェクト目標は達成された。しかし、

上位目標「ケニア青少年の理数科目の能力向上」を達成するためには、今後もINSETが継続的

に実施され、教室レベルでの授業改革が実現しなければならず、長い時間を要する。

（4）ケニアにおける理数科教育の質を改善するために採用されたINSETシステムの構築というア

プローチは有効であった。また、ASEI/PDSIアプローチは一部の教員に定着しようとしている

が、時間をかけて普及を図ることにより、ケニア全土に定着していくであろう。
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（5）プロジェクト実施中にカウンターパートの自助努力精神を涵養し、パイロットディストリク

トではSMASSE基金を設立するなどケニア人のオーナーシップを引き出しており、ケニア人自

身による INSET の継続的実施も期待できる。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

　終了時評価調査団とケニアMOESTの両者は前章までの評価結果に基づき、分析、検討を行い、

2003年６月30日までに対処すべき事項、及び今後のSMASSEのあり方についての提言を整理し、

合意したのでここに示す。

（1）2003 年６月 30 日までに対処すべき事項についての提言

　SMASSEは 2003年６月30日に終了するが、終了時評価調査がなされた2002年 10月現在で、

残りの期間で実施すべき事項としていまだ達成されておらず、今後も継続し、更に改善すべき点

７項目を以下に示す。

1）　ディストリクトトレーナーの資質向上の継続的努力　

　　本プロジェクトが円滑にその目的を達成するためには、ディストリクトでの研修で重要な

役割を果たすディストリクトトレーナーの資質向上を図ることである。そのためには、ディ

ストリクトトレーナーの教科内容・教育方法、及び管理・運営能力に関する資質向上を図る

必要がある。こうしたディストリクトトレーナーの資質向上はナショナルINSETでのトレー

ナーが、ディストリクトトレーナーに対して、現時点以上に積極的に相談にのったり、M&E

を行ったりする必要がある。

2）　ディストリクトトレーナーに対する証明書（Certificate）の授与

　　ディストリクトトレーナーの資質を維持するために、一定の基準に達した ディストリクト

トレーナーに対して、その資質や技能を公に認める資質証明書を授与することが望ましい。

こうしたことは、トレーナーの動機づけ及び資質保証につながり、ひいては、INSETの維持

に大きな影響を与えることになる。

3）　M&E システムの改善

　　INSET の質を維持するためには、M&Eシステムの更なる改善が求められる。そのために

は、既に独自で開発したM&E項目方法の妥当性と信頼性の検証が求められる。これにより、

今回、終了時評価に利用された結果の信頼性と正確性が増加するからである。また、同時に

評価者の評価能力の向上に努める必要性がある。

4）　ケニア政府による予算の執行

　　ケニア政府は2002年、及び2003年に SMASSEに計上されている予算（350万ケニアシリ

ング）を適正、かつ適時に執行する必要がある。本プロジェクトの特徴の１つは自助努力に

あるが、ケニア政府による予算化とその適切な執行がプロジェクトの成否の１つの指標にな

るからである（これは、途上国では年度予算に計上されていても、支出の遅れや額の変更な

どの可能性があるので、あえて提言に加えたものである）。
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5）　ナショナル INSET ユニットにおける人員の充足

　　現在、ナショナルINSETユニットのナショナルトレーナーは、生物科及び化学科で各１名

ずつ空席があるので速やかに充足されるべきである（完成時各教科７名、計 28 名）。

6）　ASEI/PDSI による教育・教員研修の継続

　　ASEI/PDSIによる授業構築は本プロジェクトにおける重要な方針である。この方針に従っ

た授業の重要性、意義について、ナショナル INSET、及びディストリクト INSET で今後と

も継続してすべての教師に理解させる必要がある。こうした認識により、研修を受けた教師

が種々の教育方法から、実際の授業場面においてこの原理を応用し、またこの方針を生かし

た授業構築が可能となる。

7）　アフリカ地域周辺諸国との連携

 　　SMASSE に関する地域内ネットワークの構築は、それぞれの地域で開発された方法や技

術、知見の交換と共有に連なる。こうした地域内ネットワークの構築は、技術協力の枠組み

のなかで支援されるべきである。また、SMASSE 内に設置されている連携のための事務局

は、公的組織として承認されることが望ましい。

（2）将来における SMASSE に対する提言

1）　SMASSE 計画の拡大

　　今回の終了時評価結果を分析、検討した結果、本プロジェクトは成功したと結論づけてよ

いであろう。本プロジェクトは、現職理数科教員の教授方法が改善されることにより、最終

的にはそれが、生徒の理数科能力の向上をもたらすと仮定し、実施してきた。評価結果をみ

ると、研修を受けた教師の教授方法は改善され、教室での生徒の学習形態にも改善がみうけ

られた。したがってINSETは、ケニアの中等科の生徒の理数科の能力向上に影響を与える途

上にあると考えてよいと思われる。これは、INSETに参加した教員がいる学校での生徒の全

国テストの平均得点が、そうでない学校の生徒の平均得点に比べてわずかではあるが高いと

いう事実によっても裏づけられるであろう。

　　しかし、今回の評価結果からのみでは、本プロジェクトの最終目的であるケニアの中等教

育における生徒の理数科能力が向上したと結論づけるのは困難である。その１つ目の理由と

しては、今回の結果は全国 70 ディストリクトのうち、わずか９ディストリクトからのみの

結果であるという点である。２つ目の理由は、SMASSEは最初の予想どおり、教師の態度、

関心、教育技能を劇的に改善していたものの、これを最終目的である生徒の理数科能力の向

上という観点から検討すると、いまだ改善に向かう傾向が期待できるという程度に留まると

いう点である。

　　これらの検討結果から、終了時評価調査団とケニア政府は、今回９ディストリクトで成功
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したと考えられる。このINSETシステムを全国展開し、時間をかけて注意深く評価する必要

があるとの結論に至った。

2）　自助努力を伴う SMASSE の展開

　　上記を実施する場合には、終了時評価調査団は、単に９ディストリクトを 70 ディストリ

クトに拡大するのではなく、最近の開発支援の潮流である、自助努力への支援という観点を

考慮することにした。終了時評価調査団はその評価活動をとおして、ケニア政府が乏しい財

政のなかから、SMASSE計画への人員、運営費、施設等において貢献している努力が確認さ

れ、ケニア政府の自助努力の萌芽と認識している。また、ケニア政府が将来のSMASSE計画

への自助努力を表明した。

3）　今後の SMASSE 計画への提言

　　終了時評価調査団は、ケニア政府が本プロジェクトの結果に注目し、これを全国展開する

フェーズ２を正式に要請していることを踏まえ、将来のSMASSEについていくつかの点から

提言する。

①　ケニア政府による SMASSE における教科指導者と運営人材の確保

　　KSTC に設置されている SMASSE ナショナル INSET ユニットに対して、現在、配置さ

れている各教科７名のナショナルトレーナーを各教科 10 名まで増員する。また、管理運

営の強化のために現在任用されている管理部門の人員を９名から 12 名に増員する。

②　ケニア政府による SMASSE に対する予算の増額

　　SMASSEに対して計上されている 350 万ケニアシリングの予算を 2003、2004 年予算に

おいて2,000万ケニアシリングまで増額するとされた。MTEFによってケニア国家予算が

確定されている以上、MOEST 予算全体の増額は見込めないが、今回、MOEST は 2003、

2004年予算でSMASSEに優先的に予算を配分すると表明した。また、DEBがSMASSEの

ために保護者から徴収した経費を使用することを公的に制度化することを表明した。これ

が表明どおり履行されるか否かも重要な点である。

③　施設の供与

　　将来、SMASSEによる研修規模、研修回数等の拡大に対応するため、MOESTはSMASSE

に設置されるべき、実験室、事務所等を考慮し、ナショナルINSETセンターにふさわしい

建物や敷地を用意すると表明した。

（3）域内連携

　SMASSEに関する地域内ネットワークの構築は、それぞれの地域で開発された方法や技術、知

見の交換と共有につながる。こうした域内ネットワークの構築は公的に制度化されるべきであ

る。
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５－２　教　訓

（1）INSET におけるカスケードシステム

　　終了時評価調査団の評価の結果、本プロジェクトの大きな特徴であった カスケードシステム

によるINSETのあり方にもいくつかの問題点があることが判明した。特に、本計画では予想と

は異なり、ディストリクトによる教師数、学校数、及び DEB の運営能力の差異、交通手段の

困難さ等の地理的条件等がもたらす困難な条件に直面していた。したがって、 カスケードシス

テムに適応していく際には、それぞれの条件を考慮し、柔軟にモデルの改善を図る必要があ

る。

（2）国際協力の意味（プロジェクトの自立発展性）

　　本プロジェクトは真の意味での国際協力のあり方、すなわち、自助努力への支援を考え実施

された。従来から、オーナーシップ、パートナーシップ等、国際協力のあり方が問われてきた

が、本プロジェクトはこうした点が十分配慮され実行された。人材提供、運営経費の負担、施

設負担等ケニア政府の自助努力も顕著であり、日本、ケニア両国がともに問題を明らかにし、

実践、解決していく方法を採用した。これからの国際協力のあり方に一石を投じた計画ともい

えるものとして高く評価される。

（3）中等教育レベルの協力における日本人専門家の資質

　　一般的に評価するならば、本プロジェクトにおける日本人専門家の派遣は、ケニアの要望に

適合した人々であり、その満足度も大きく、適切であったと評価できるであろう。しかし、高

い評価を与えられた本プロジェクトであっても、中等教育における専門家ということを考慮す

るならば、いくつかの問題が指摘できる。今後とも、中等教育における専門家の派遣において

は、高い知見に代表される専門的資質に加え、中等教育における経験、言語能力に代表される

コミュニケーション能力、さらには柔軟な人格等、様々な観点から資質を確認し、派遣する必

要がある。

（4）JOCV との連携

　　本プロジェクトは支援国での活動を行う際の JOCV、特に、シニア隊員との連携に示唆を与

えた。このような連携を実施していくためには、今後、隊員がいかにプロジェクトを理解して

いくか、隊員にいかなる資質を求めるか、派遣前の研修はいかなるものが求められるかなど、

今後検討すべき問題は多く、連携を進めることの必要性を示唆した。　
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（5）M&E の強化と専門家の育成

　　本プロジェクトは円滑かつ効果的な計画を実施するためにはM&Eの役割が大きいことを改

めて示唆した。M&E の指標の開発、方法の開発、さらには、評価者の資質の向上などが求め

られる。

（6）実用性

　　理数科教育の実用性、教育の質的向上を図るためには、教育が行われる環境を考慮して実践

されなければならない。ある環境で容易に入手できるものを利用した教材作成、教育方法の導

入が求められる。こうした考え方は、プロジェクトのカウンターパートに対する日本での研修

や第三国での研修においても考慮されるべきである。

（7）管理者の育成

　　適切な INSETが円滑になされるためには、教科内容、教育方法の研修に加え、主任教員、教

育行政従事者、視学官等、教員の指導者、管理者の資質育成も重要な課題である。今後は、INSET

制度を支える人材に対する研修も必要となるであろう。



付　属　資　料

１．調査日程

２．主要面談者

３．ミニッツ

４．評価グリッドに基づく評価結果

５．終了時評価用PDM（PDMe）

６．アンケート集計結果

７．モニタリング・評価（M&E）レポート（プロジェクト作成）
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月　日

10月５日

10月６日

10月７日

10月８日

10月９日

10月 10日

10月 11日

10月 12日

10月 13日

10月 14日

10月 15日

10月 16日

10月 17日

10月 18日

10月 19日

10月 20日

10月 21日

10月 22日

10月 23日

曜日

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

日　程

団員（評価分析）成田発  →（経由地）

（経由地）  →   ナイロビ

KSTC校長表敬

SMASSEチーム紹介

評価タスクフォースとの打合せ

資料確認作業

個別インタビュー（数学教科カウンターパート）

個別インタビュー（化学教科カウンターパート）

個別インタビュー（物理教科カウンターパート）

個別インタビュー（生物教科カウンターパート）

祝日 資料分析

インタビュー（日本人専門家）

インタビュー（生物教科カウンターパート）

アンケート調査分析

評価分析団員　アンケート調査分析

団長・団員　　成田発→（経由地）

評価分析団員　アンケート調査分析

団長・団員　（経由地）→　ナイロビ

JICA事務所表敬・打合せ

KSTC校長表敬、KSTC視察

SMASSEチーム紹介、SMASSE視察

評価タスクフォースとの協議

大蔵省表敬

評価タスクフォースとの協議

教育省表敬

専門家・カウンターパートへのヒアリング

KSTC施設視察

ディストリクトセンター視察（マラグア、ムランガ）

評価タスクフォースとの協議

ミニッツ案検討

ミニッツ案検討

National Working Committeeとの協議

プロジェクトとの打合せ

ミニッツ案検討

大使館報告（浅見大使）

Joint Cordination Committeeとの協議

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

場　所

KSTC

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

JICA

KSTC

SMASSE

SMASSE

大蔵省

SMASSE

MOEST

SMASSE

KSTC

SMASSE

SMASSE

SMASSE

SMASSE

大使館

MOEST

１．調査日程

時間

8:30

9:00

9:30

9:00

14:00

9:00

15:30

9:00

14:00

8:50

11:00

16:00

16:30

9:00

10:00

14:00

15:15

10:00

10:00

14:30
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月　日

10月 24日

10月 25日

10月 26日

曜日

木

金

土

日　程

ミニッツ署名・交換

JICA事務所へ最終報告・最終打合せ

KSTC校長報告

団長主催レセプション

ナイロビ→（経由地）

（経由地）→

（経由地）→　成田

20

21

22

場　所

MOEST

JICA

KSTC

時間

9:00

10:30

12:00

18:30

22:25
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教育科学技術省

Prof. Japheth C. KIPTOON Permanent Secretary / Project Director

Mrs. Naomy W. WANGAI Director of Education

Mr. Enos O. OYAYA Ag. Chief Inspector of Schools / National Project Coordinator

Mr. Patrick W. KIBUI Principal, Kenya Science Teachers College / Technical Manager

Mr. Samuel O. MOGENI Finance Officer, Kenya Science Teachers College

財務省

Mr. D. K. KIBERA Director, External Resources Department

Mr. Maurice O. OCHIENG Economist, External Resources Desk

SMASSE National INSET Unit

Mr. Bernard M. NJUGUNA Head, SMASSE In-Service Training Unit, KSTC

Mr. Michael M. WAITITU Subject Administrator, Physics Education /

Chairman of M&E Task Force

Mr. Muyanga B. MUTUA National Trainer, Physics Education / M&E Task Force member

Ms. Marguerite K. MIHESO Subject Administrator, Mathematics Education

Mr. Kithaka J. NJOGU National Trainer, Mathematics Education / M&E Task Force member

Mr. John G. MUIRURI National Trainer, Mathematics Education / M&E Task Force member

Mr. Patrick A. KOGOLLA Subject Administrator, Chemistry Education /

M&E Task Force member

Mr. Daniel M. MATIRI Academic Head, Chemistry Education/ M&E Task Force member

Mrs. Peula J. LELEI Subject Administrator, Biology Education /

M&E Task Force member

Mrs. Lynette G. KISAKA Academic Head, Biology Education / M&E Task Force member

在ケニア日本大使館

浅見　眞 特命全権大使

花谷　卓治 公　使

湯澤　将憲 二等書記官

２．主要面談者
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JICAケニア事務所

大塚　正明 所　長

松浦　信一 次　長

佐野　景子 所　員

Mr. Samuel K. KIBE 教育分野専門調査員

内山　葉月 JOCV シニア隊員（マクエニ地区グループ派遣）

プロジェクト専門家

杉山　隆彦 チーフアドバイザー

長沼　啓一 業務調整

武村　重和 物理教育

徳田　智磯 数学教育

宮川　眞木 化学教育

深井　比佐子 生物教育

服部　浩昌 教育評価
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